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（１）  問題の所在  
１）「大学全入」が高校生の進路選択に与えたインパクト   






の動向をみると、1994 年に 30％を超えた大学進学率は 2002 年には 40％を超























































































































年の 51％をピークに 2012 年は 50.8％、2013 年は 49.9％と 50％を下回ること
となったが、2014 年 3 月に高校を卒業した生徒の大学進学率は 51.5％に上昇
することとなり、依然として、50％付近で停滞をしている。また、実際の大学
進学者数をみると、2013 年の約 61 万 4 千人から 2014 年は 60 万 8 千人と減少
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働省によると、2010 年の長期失業者の年齢構成において、25 歳から 34 歳が
26.2％と最も多い年齢層となり、次いで 55 歳以上が 24.6％、35 歳から 44 歳
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ーターの数についても 2004 年から 3 年連続で減少するなど一時的ではあるが
回復に転じたのである。  
しかし、若年層のうち 25 歳から 34 歳だけをみると、減少幅は小さく厳しい







2000 年 3 月に大学卒業者のうち「進学も就職もしない者」「一時的な仕事に就
いた者」の割合は 26.7％となり、4 人に 1 人は不安定なまま卒業をした者とな
った。その後、2003 年には近年では最も高い 27.1％となり、2005 年の 21.3％





























































































































































































































 本論文の構成と、その要旨は以下のとおりである。  
 
第 1 章 現代社会における高校生の進路問題  
































（１）諸外国の大学進学環境との比較－OECD データを基に－  
（２）日本における奨学金政策への期待と実態  
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第 3 節 高校生の進路動向  
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第 2 節 非選抜型大学における就職未決定者の実態  
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  （６）結果と考察  
 

























第5章 進路多様校生徒の大学進学回避行動が示唆するもの  
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第 1 章 現代社会における高校生の進路問題 
 
 































































































図 1-1-1 リスク化 と二 極 化 のまとめ  
出 典 ：山 田 昌 弘 『望 格 差 社 会 －「負 け組 」の絶 望 感 が日 本 を引 き裂 く』積 信 堂 2004 p.69     



























































図 1－1－2  学 力 階 層 とリスク差 （イメージ）  
出 展 ：児 美 川 考 一 郎 『権 利 としてのキャリア教 育 (若 者 の希 望 と社 会 )』  明 石 書 店  2007   








































































法第 4 条 1 項では「すべての国民は、ひとしく、その能力に応ずる教育を受け
る機会を与えられなければならないものであって、人種、信条、性別、社会的
身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない」と教育の機会均等























































































































－1 参照）４９。  
 
メリトクラシー
能力 ＋ 努力 ＝ 業績
ペアレントクラシー
富 ＋ 願望 ＝ 選択
（学歴期待）（所得、教育投資）
 
図 1－2－1  メリトクラシーとペアレントクラシー  






















































図 1－2－2  「教 育 格 差 」現 象 への親 の学 歴 の介 入  
出 典 ：吉 川 徹  「学 歴 は世 代 をつなぐ」  吉 川 徹 ・中 村 高 康  『学 歴 ・競 争 ・人 生  10 代 のいましておく






































































































































































第３節 大学進学費用の負担問題と奨学金政策の動向  
 






1995 年、2000 年は 57、58％であった進学率は、2005 年に 60％を、2009 年
には 70％を超え、2011 年現在は 72％と高い数値を示している。これに対して、
イギリスや EU 加盟 21 ヶ国平均、OECD 加盟国平均は、1995 年時点では 30％
台後半だった数値は、 2005 年には 50％を超え、その後は緩やかに上昇しなが
ら 2011 年現在は 60％前後に達している。また、韓国は 1995 年に 41％であっ
た数値は 2000 年に 45％、2005 年に 51％となり、2008 年には 71％と急激な
上昇を示し、2011 年現在には 69％とアメリカに次で高い進学率を保っており、
急激な高学歴化が進展している状況がうかがえる。こうした諸外国の動きに対
して日本は、1995 年時点に 31％であった進学率は、2000 年に 40％に達した



























＊ 1995 年の韓国は「ｍ」（計測が不明）  
図 1－ 3－ 1 高等教育（大学型高等教育）進学率の推移（ 2000 年～ 2011 年）  
出典：経済協力開発機構『図表でみる教育 OECD インディケータ（ 2013 年版）』  









合は低下をみせている。EU 加盟 21 カ国平均で 8.4 ポイント、日本で 4.1 ポイ
ント、OECD 各国平均で 9 ポイントの低下となり、イギリスは 42.5 ポイント
と大きく低下しており、2000 年と比べると、公私が逆転するまでとなった。こ
のように、全体として公的財政支出は低下する一方で私費負担は増加傾向にあ

















アメリカ 36.3 47.8 15.9 63.7 37.4 62.6
イギリス 25.2 56.1 18.7 74.8 67.7 32.3
韓国 27.3 47.1 25.6 72.7 23.3 76.7
EU加盟21ｶ国平均 77.3 - - 22.7 85.7 14.3
OECD各国平均 68.4 - - 31.6 77.4 22.6







出典：経済協力開発機構『図表でみる教育 OECD インディケータ（ 2013 年版）』        






すると、近年で最も低かった 2005 年と比較しても後期中等教育未満は 5 ポイ
ント以上の上昇をみせているが、高等教育は 1.8 ポイントの上昇に留まってい











の違いはみられず、2011 年現在においても 1.9 ポイントの差に留まり、各国と
比べると学歴別の失業率の差は小さいといってよい。  
 
表 1－ 3－ 2 学歴別失業者の推移（ 2000 年、 2005 年、 2008 年、 2011 年）  
2000年 2005年 2008年 2011年
2008年～2011年の差異
（パーセントポイント）
後期中等教育未満 7.9 9.0 10.1 16.2 6.1
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 3.6 5.1 5.3 10.2 4.9
高等教育 1.8 2.6 2.4 4.9 2.5
後期中等教育未満 6.6 5.1 7.5 11.0 3.5
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 4.0 3.1 4.3 5.9 1.6
高等教育 2.1 2.1 2.8 3.9 1.1
後期中等教育未満 3.7 2.9 2.5 2.7 0.2
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 4.1 3.8 3.3 3.4 0.0
高等教育 3.6 2.9 2.6 2.9 0.3
後期中等教育未満 11.1 12.8 10.4 15.6 5.1
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 6.9 6.8 5.2 8.5 3.3
高等教育 3.7 4.1 3.2 5.2 2.0
後期中等教育未満 9.4 10.7 8.8 12.6 3.8
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 6.0 6.2 4.9 7.3 2.4
高等教育 3.4 3.9 3.3 4.8 1.5
後期中等教育未満 6.0 ｍ ｍ ｍ ｍ
後期中等教育及び高等教育以外の中等教育 5.0 5.4 4.7 5.3 0.7








＊ 25～ 64 歳労働人口に占める学歴別失業者数の割合（％）  
＊「 m」は計数が不明  
出典：経済協力開発機構『図表でみる教育 OECD インディケータ（ 2013 年版）』        





表 1－ 3－ 3 雇用収入を有する成人の相対所得（学歴別、男女別、年齢層別）（ 2011）  
後期中等教育または高等教育以外の中等後教育＝ 100 
調査年 男女別 25～64歳 25～34歳 55～64歳 25～64歳 25～34歳 55～64歳
2011 男性 64 69 66 182 164 175
女性 58 61 55 181 184 184
男女計 64 69 63 177 165 179
2011 男性 67 63 75 151 138 152
女性 69 78 69 182 180 175
男女計 69 70 69 157 145 156
2011 男性 72 84 73 137 120 195
女性 78 84 78 153 133 235
男女計 71 85 67 147 123 212
男性 78 80 77 164 141 178
女性 75 77 68 161 154 169
男女計 77 81 73 158 140 174
男性 77 80 75 162 140 176
女性 74 76 68 161 154 174
男女計 76 80 72 157 140 173
2007 男性 74 88 71 139 125 154
女性 78 73 77 161 155 178









1.  税抜き所得  
出典：経済協力開発機構「図表でみる教育 OECD インディケータ（ 2013 年版）」        





歴が高いほど収入が高いことがわかる。全高等教育の 25 歳から 64 歳でみると、













しかし、注目すべき点は、年齢別の数値である。 25 歳から 34 歳の値と 55
歳から 64 歳の値をそれぞれ比較してみると、まず、全体的に 25 歳から 34 歳
世代が低い数値になっていることである。アメリカやイギリスでは 25 歳から
34 歳世代がやや低いもののその差は最大で 15 ポイント前後となっている。し
かし、その他の国をみると、EU 加盟国 21 ヶ国平均や OECD 各国平均、日本
において 30 ポイント前後の差がみられる。韓国においては 80 から 100 ポイン

































































































学生支援機構が実施した「平成 22 年、平成 24 年度学生生活実態調査」におけ
る家庭の年間年収別学生数の割合を示したものである。これをみると、2010
年では、国公立では年収 700 万円～800 万円において国立 16.2％、公立 17.5％
と最も高い割合を示し、私立では年収 800 万円～900 万円が 18.1％と最も高い。
そして、2012 年になると、私立大学では年収 800 万円～900 万円が 18.1％と
依然高い割合となり、国立は年収 800 万円～900 万円が 12.1％と最も高く、公
立については、最も高いのが年収 600 万円～700 万円の 12.3％となった。一方、
年収 400 万円未満をみると、国公私立ともに、2010 年、2012 年においても一
桁の割合となっている。  
 
表 1－ 3－ 4 家庭の年間年収別学生数の割合（大学昼間部）  
千円
7,760
公立 4.0 5.9 8.6 9.7 13.8 12.9 11.2 11.0 6.2 6.7 2.2 2.2 0.8 1.1 3.7 100.0 7,230
私立 3.0 4.9 7.4 9.1 10.9 11.0 11.8 11.2 7.5 8.6 2.8 2.7 1.5 1.1 6.5 100.0 8,160
国立 4.1 4.9 7.0 7.6 10.6 10.6 10.8 11.2 7.9 7.6 4.1 3.3 2.9 1.5 5.8 100.0 7,860
公立 4.2 6.1 7.7 10.2 10.9 11.9 11.2 11.4 7.1 6.5 3.4 2.6 1.1 1.3 4.4 100.0 7,440
私立 2.7 4.5 7.3 8.6 9.8 10.6 11.1 12.3 7.5 8.9 3.4 3.4 2.1 1.4 6.4 100.0 8,310
(8.6) (15.6) (24.6) (34.6) (45.3) (56.1) (68.2) (76.1) (84.5) (88.1) (91.0) (93.0) (94.4) (100.0)
4.5 7.0 9.0 9.9 10.8 10.8 12.1 7.9 8.4 3.6 2.9 2.0 1.4 5.6
(10.1) (18.1) (28.1) (40.1) (52.4) (63.6) (74.9) (81.7) (88.3) (91.2) (93.7) (94.7) (95.9) (100.0)
6.0 8.0 10.0 12.0 12.3 11.2 11.3 6.8 6.6 2.9 2.5 1.0 1.2 4.1
(7.5) (14.9) (23.8) (34.2) (45.0) (56.5) (68.2) (75.7) (84.5) (87.6) (90.6) (92.4) (93.6 (100.0)
4.4 6.7 8.2 9.7 9.7 10.2 18.1 6.0 7.7 3.4 3.1 1.6 1.0 6.1
(7.9) (15.2) (24.2) (34.6) (45.5) (56.9) (68.6) (76.1) (84.7) (87.9) (90.9) (92.7) (93.9) (100.0)
4.8 7.3 9.0 10.4 10.9 11.4 11.7 7.5 8.6 3.2 3.0 1.8 1.2 6.1
千円
7,950
公立 5.0 5.3 8.3 8.6 12.4 11.2 18.5 8.8 5.9 6.5 2.3 1.8 1.4 0.7 3.2 100.0 7,000
私立 4.2 4.5 7.4 8.8 10.2 10.1 10.1 17.8 5.9 7.2 3.1 2.7 1.4 0.9 5.8 100.0 7,880
国立 5.3 4.9 6.8 7.7 7.5 10.0 17.0 9.3 6.1 8.3 3.5 3.4 1.8 1.7 6.7 100.0 8,060
公立 5.2 5.4 7.5 8.3 10.7 10.7 16.7 10.0 6.9 6.5 2.4 2.7 1.7 1.0 4.4 100.0 7,220
私立 4.0 4.4 6.0 7.4 9.2 9.2 10.3 18.5 6.2 8.3 3.7 3.4 1.8 1.0 6.6 100.0 8,140
(9.2) (16.0) (24.5) (32.6) (42.3) (58.5) (68.1) (74.6) (83.7) (87.2) (90.5) (92.8) (94.1) (100.0)
4.7 6.8 8.5 8.1 9.7 16.2 9.6 6.5 9.1 3.5 3.3 2.3 1.3 5.9
(10.5) (18.4) (26.9) (38.3) (49.2) (66.7) (76.2) (82.6) (89.1) (91.4) (93.7) (95.2) (96.1) (100.0)
5.4 7.9 8.5 11.4 10.9 17.5 9.5 6.4 6.5 2.3 2.3 1.5 0.9 3.9
(8.5) (15.2) (23.4) (33.1) (42.8) (53.0) (71.1) (77.1) (84.8) (88.2) (91.3) (92.9) (93,9) (100.0)
4.4 6.7 8.2 9.7 9.7 10.2 18.1 6.0 7.7 3.4 3.1 1.6 1.0 6.1
(8.7) (15.5) (23.7) (33.2) (42.9) (54.5) (70.7) (76.8) (84.7) (88.1) (91.2) (92.9) (93.9) (100.0)













計 4.2 100.0 7,970
平
均
国立 4.5 100.0 7,990
公立 5.1 100.0 7,120
私立
3.2 2.6 1.0 5.6 100.0
女
9.5 15.6 9.7 6.7 9.5 3.4
男
国立 4.0 4.6 6.8 9.0 8.5
2.8 100.0 8,230
計 3.1 100.0 8,120
平
均
国立 4.1 100.0 7,800
公立 4.1 100.0 7,360
私立
2.6 1.5 1.3 5.5 100.0
女










































表 1－ 3－ 5 設置者別・家庭の年間収入別奨学金の希望及び受給の状況（大学昼間部）  
(単位：％）
(14.1) (24.4) (36.3) (48.3) (59.9) (70.9) (81.9) (88.5) (94.1) (96.4) (97.8) (98.8) (99.2) (100.0)
受給者 6.9 7.2 10.0 11.9 12.0 11.6 11.0 11.0 6.6 5.6 2.3 1.4 1.0 0.4 0.8 100.0
申請したが不採用 2.6 1.3 6.5 5.2 15.6 15.6 9.1 11.7 6.5 6.5 6.5 2.6 6.5 2.6 1.3 100.0
希望したが申請しなかった 2.7 4.4 6.8 8.7 11.9 13.6 8.7 13.3 9.0 8.0 2.4 2.2 1.5 1.9 5.1 100.0
必要ない 0.8 1.2 2.9 5.7 6.5 8.9 11.1 13.2 9.5 12.1 5.5 4.9 3.3 2.4 12.0 100.0
(15.4) (26.3) (39.5) (52.4) (65.0) (76.9) (86.9) (92.3) (95.9) (97.4) (98.3) (98.7) (99.1) (100.0)
受給者 6.3 9.1 10.9 13.2 12.9 12.6 11.9 10.0 5.4 3.6 1.5 0.9 0.4 0.4 0.9 100.0
申請したが不採用 1.6 4.8 12.9 6.5 19.4 6.5 8.1 9.7 9.7 4.8 4.8 1.6 - 1.6 8.1 100.0
希望したが申請しなかった 2.8 5.6 4.2 9.7 11.8 12.5 9.4 14.9 8.0 7.3 4.9 1.7 1.4 1.4 4.5 100.0
必要ない 0.6 0.7 3.6 4.4 10.2 12.0 10.5 12.9 8.7 12.0 5.0 5.5 2.0 2.7 9.4 100.0
(12.6) (23.5) (35.6) (47.4) (59.6) (71.5) (82.1) (88.8) (94.6) (95.9) (97.3) (98.2) (98.6) (100.0)
受給者 5.0 7.6 10.9 12.1 11.8 12.2 11.9 10.6 6.7 5.8 1.3 1.4 0.9 0.4 1.4 100.0
申請したが不採用 0.8 1.7 5.8 7.5 11.7 11.7 14.2 11.7 12.5 5.0 5.8 4.2 - 0.8 6.7 100.0
希望したが申請しなかった 1.0 3.5 4.4 7.1 10.9 11.4 12.1 12.9 8.4 8.1 4.2 5.7 2.0 1.8 6.4 100.0
必要ない 0.3 1.1 3.0 4.8 8.1 8.8 10.6 13.1 8.1 13.2 5.1 4.7 3.1 2.3 13.8 100.0
(13.0) (23.8) (36.0) (47.9) (60.0) (71.7) (82.3) (88.9) (94.6) (96.1) (97.5) (98.4) (98.8) (100.0)
受給者 5.4 7.6 10.8 12.2 11.9 12.1 11.7 10.6 6.6 5.7 1.5 1.4 0.9 0.4 1.2 100.0
申請したが不採用 1.2 1.7 6.2 7.0 12.7 12.1 13.0 11.6 11.3 5.3 5.9 3.8 1.2 1.2 5.8 100.0
希望したが申請しなかった 1.4 3.8 4.8 7.5 11.1 11.9 11.3 13.1 8.5 8.0 3.9 4.9 1.9 1.8 6.1 100.0
必要ない 0.4 1.1 3.0 4.9 7.9 8.9 10.7 13.1 8.4 13.0 5.2 4.8 3.1 2.3 13.3 100.0
(15.1) (25.1) (36.6) (46.3) (57.4) (72.9) (82.3) (87.9) (93.3) (95.4) (97.1) (98.1) (98.7) (100.0)
受給者 7.4 7.7 10.0 11.5 9.7 11.1 15.5 9.4 5.6 5.4 2.1 1.7 1.0 0.6 1.3 100.0
申請したが不採用 7.1 6.0 4.8 9.5 13.1 6.0 20.2 10.7 4.8 4.8 6.0 2.4 3.6 - 1.2 100.0
希望したが申請しなかった 2.8 3.5 7.5 9.3 8.3 12.4 14.8 9.3 6.3 11.0 2.8 3.0 2.9 1.6 4.3 100.0
必要ない 1.2 1.2 2.7 4.4 5.8 7.3 17.2 9.9 7.7 13.4 5.2 5.5 3.7 2.1 12.7 100.0
(15.0) (26.3) (37.6) (51.0) (62.2) (78.6) (86.7) (91.8) (95.9) (97.2) (98.4) (98.9) (99.3) (100.0)
受給者 7.2 7.8 11.3 11.3 13.4 11.2 16.4 8.1 5.1 4.1 1.3 1.2 0.5 0.4 0.7 100.0
申請したが不採用 3.5 5.3 1.8 5.3 14.0 15.8 21.1 10.5 7.0 1.8 1.8 5.3 1.8 1.8 3.5 100.0
希望したが申請しなかった 4.4 6.2 5.5 8.1 11.7 12.1 19.8 8.8 5.1 4.8 2.9 1.5 2.9 1.5 4.8 100.0
必要ない 2.3 1.7 3.7 4.5 8.4 10.0 18.4 11.6 8.6 10.6 3.8 3.9 2.7 1.5 8.4 100.0
(13.5) (23.3) (34.6) (46.2) (56.3) (66.6) (83.0) (88.2) (93.2) (95.5) (97.3) (97.9) (98.3) (100.0)
受給者 6.2 7.3 9.8 11.3 11.6 10.0 10.3 16.4 5.2 5.0 2.3 1.8 0.6 0.4 1.7 100.0
申請したが不採用 3.1 1.8 4.3 8.6 6.7 9.2 7.4 19.6 8.6 11.7 6.1 5.5 1.8 0.6 4.9 100.0
希望したが申請しなかった 3.8 2.5 4.8 6.6 8.2 10.7 13.5 19.7 5.8 9.1 3.2 3.1 2.1 1.1 5.8 100.0
必要ない 1.3 1.1 3.0 4.2 7.6 8.8 9.3 20.0 7.0 10.9 4.8 4.7 2.8 1.8 12.5 100.0
(13.8) (23.7) (35.0) (46.4) (56.7) (68.2) (83.0) (88.3) (93.3) (95.5) (97.2) (97.9) (98.3) (100.0)
受給者 6.5 7.3 9.9 11.3 11.4 10.3 11.5 14.8 5.3 5.0 2.2 1.7 0.7 0.4 1.7 100.0
申請したが不採用 3.8 2.7 4.3 8.6 8.2 8.9 10.2 17.7 7.8 10.0 5.9 5.0 2.1 0.5 4.2 100.0
希望したが申請しなかった 3.6 2.9 5.4 7.2 8.3 11.1 14.1 17.0 5.9 9.4 3.1 3.0 2.3 1.2 5.4 100.0
必要ない 1.3 1.2 3.0 4.2 7.3 8.6 11.2 17.8 7.2 11.4 4.9 4.8 2.9 1.8 12.4 100.0
国
立
(14.5) (25.2) (38.4) (49.0) (59.8) (72.2) (84.4) (90.1) (96.0) (97.1) (98.1) (98.7) (98.9) (100.0)
受給者 7.3 7.2 10.7 13.2 10.6 10.8 12.4 12.2 5.7 5.9 1.1 1.0 1.0 0.6 1.1 100.0
申請したが不採用 1.9 1.9 5.6 7.4 13.0 5.6 18.5 25.9 5.6 1.9 1.9 1.9 5.6 - - 100.0
希望したが申請しなかった 2.3 4.2 6.1 8.0 9.5 9.1 16.3 15.5 5.7 12.1 1.5 1.5 1.9 2.7 4.9 100.0
必要ない 0.9 1.3 2.1 5.2 6.2 8.6 16.0 16.2 6.2 13.1 2.2 2.2 5.2 2.8 12.3 100.0
公
立
(14.1) (25.9) (37.8) (50.0) (61.6) (79.3) (88.0) (92.5) (96.1) (97.6) (98.7) (99.3) (99.3) (100.0)
受給者 5.8 8.3 11.8 11.9 12.2 11.6 17.7 8.7 4.5 3.6 1.5 1.1 0.6 - 0.7 100.0
申請したが不採用 - - 10.8 5.4 16.2 8.1 27.0 5.4 16.2 - 2.7 - - - 8.1 100.0
希望したが申請しなかった 4.4 3.3 7.2 12.7 5.5 9.4 25.4 9.4 3.3 8.8 2.2 1.1 - 1.1 6.1 100.0
必要ない 0.7 1.3 3.0 5.2 9.4 10.3 20.5 11.6 7.5 12.4 2.7 3.6 2.1 1.5 8.2 100.0
私
立
(12.1) (21.7) (33.2) (45.8) (55.9) (66.4) (84.5) (89.6) (94.8) (96.2) (97.5) (98.1) (98.4) (100.0)
受給者 5.0 7.1 9.6 11.5 12.6 10.1 10.5 18.1 5.1 5.2 1.4 1.3 0.6 0.3 1.6 100.0
申請したが不採用 3.0 6.0 5.2 6.0 7.5 8.2 10.4 19.4 9.7 11.2 1.5 3.0 2.2 - 6.7 100.0
希望したが申請しなかった 1.4 2.4 6.1 6.7 8.3 10.2 9.3 23.8 6.7 9.1 1.6 3.4 1.9 1.4 7.5 100.0
必要ない 0.7 1.1 2.6 5.0 7.3 8.7 8.8 22.3 6.7 13.9 2.5 4.8 1.9 1.0 12.5 100.0
平
均
(12.7) (22.6) (34.4) (46.6) (56.9) (68.1) (84.7) (89.9) (95.1) (96.5) (97.7) (98.3) (98.6) (100.0)
受給者 5.5 7.2 9.9 11.8 12.2 10.3 11.2 16.6 5.2 5.2 1.4 1.2 0.6 0.3 1.4 100.0
申請したが不採用 2.7 5.0 5.5 6.2 8.8 7.7 12.6 20.1 9.1 9.0 1.6 3.4 1.7 1.1 5.5 100.0
希望したが申請しなかった 1.7 2.8 6.1 7.2 8.4 10.0 11.3 21.7 6.4 9.7 1.6 3.0 2.0 1.2 7.0 100.0



































































「平成 20 年度、平成 22 年度、平成 24 年度学生生活調査結果」より作成  
 
また、国公立については、2010 年と 2012 年を比較すると、600 万円から 900
万円にかけて特定の年収層が高い数値を示すことはなくなっている。そして、
全体としては、2010 年、2012 年の調査結果ともに、家庭の年間収入が 400 万







状況を年度別（2008 年調査、2010 年調査、2012 年調査）に示したものである。
詳しくみると、2008 年、2010 年度の平均でみた受給者の割合は、家庭の年間
収入が 800 万円～900 万円が高い数値となっていたが、2012 年になると、400
万円～500 万円が高い数値となっている。ただし、2008 年、2010 年度をみて
もわかるように、400 万円～500 万円が上昇しているわけではなく、800 万円
～900 万円の割合が減少しているのである。ここで注目したいのは、 2008 年、




ている家庭も多いという年収層であることがみてとれる。 2012 年度の 800 万
円～900 万円の層をみると、受給者の割合こそ低くなっているが、この傾向に
変わりはない。これに対して、年間年収 400 万円未満における受給者の割合は、
2008 年 22.6％、2010 年 23.7％。2012 年 23.8％と微増はしているものの 20％
程度の推移に留まっている。一方、600 万円～1,000 万円未満をみると 2008 年
43.3％、2010 年 41.9％、2012 年 41.0％と若干割合は低くなっているものの、




























































































































といえる。そして、学歴別の所得を世代間で比較をすると、 55 歳から 64 歳の
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表 2－1－1  高 等 教 育 システムの発 展 段 階  




該当する社会（例） イギリス・多くの西欧諸国 日本・カナダ・スウェーデン等 アメリカ合衆国














































































出 典 ：M．トロウ『高 学 歴 社 会 の大 学 －エリートからマスへ』  




























































































の 18 歳人口と大学進学率の推移である。詳しくみると、18 歳人口は 1966 年
には 249 万人となり戦後最初の急増期を迎えているが、これは、第 1 次ベビー
ブームといわれる団塊世代が大学受験期を迎えたことによるものである。1970
年を過ぎると 1976 年の 154 万人まで一旦は減少することとなるが、1977 年か
らは若干の変動はあるものの、緩やかに増加を続けた。そして、第 2 次ベビー
ブーム世代の 205 万人が大学受験期を迎える 1992 年をピークに、18 歳人口は
減少期に入り、2008 年以降は 120 万人台の状態が続き、2014 年現在は 118 万
人となった。他方、大学（学部）への進学率（過年度高卒者含む）の推移をみ
ると、1955 年に 7.9％であった進学率は 1966 年の第 1 次 18 歳人口急増期から
1975 年までのおよそ 10 年間で 27.3％まで上昇しており、先ほどのトロウモデ
ルからみると、この間に日本の大学教育は大衆化へと移行したといえる。とく
に、18 歳人口が 200 万人を超えた 1960 年から 1975 年には、著しい大学進学
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率の上昇がみられた。そして、1975 年から 1985 年までの 10 年間は、18 歳人
口も 150 万人から 170 万人の間で推移し、大学進学率も 25％前後で停滞する
こととなるが、その後は上昇に転じ、1992 年以降は、18 歳人口は減少期とな
るにもかかわらず、大学進学率は伸び続け、2003 年には 40％に達し 2009 年に
は 50％を超えるまでとなった。その後は、2013 年には 49.9％と 50％を下回り、
2014 年は 51.5％に回復するなど、依然として 50％付近で停滞している状況と
なっている。  
 
















2014年 1,180,838 608,232  
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
 
しかし、ここで、さらに実態を把握するためには、実人数の推移をみていか
なければならない。表 2－1－2 は、2000 年から 2014 年にかけての 18 歳人口
の推移と過年度高卒者を含む大学（学部）の進学者数の推移である。2000 年に
150 万人を超えていた 18 歳人口は 2012 年に 120 万人を下回り、翌年には、一
旦、回復するが、2014 年には再び 120 万人を割り込み、118 万人程度となった。
これに対して、2000 年時点で 60 万人に達していなかった大学進学者数は、2001
年に 60 万人を超え、2010 年には 62 万人に迫るまで緩やかに上昇をしている。
先ほどの大学進学率と合わせてみても、進学者数、進学率ともに 2010 年付近
までは上昇をしていたのである。しかし、2011 年、進学率は 51％まで上昇し
たが、実際の進学者数は 61 万 2 千人に減少したのである。そして、進学率が
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2013 年の 49.9％から 51.5％と過去最高の進学率となった 2014 年の進学者数
は、2013 年の 61 万 4 千人から約 6 千人減少し、60 万 8 千人となっている。
このように、2000 年から 2014 年までの大学進学状況は、18 歳人口が 30 万人
程度減少しているなか、大学進学率は、39.7％から 51.5％と 12 ポイント程度
上昇しているが、実際の進学者数は 1 万人程度増加したに過ぎなく、直近 5 年
をみると、大学進学者は減少している点には留意しなくてはならない。  
 
表 2－ 1－ 3 設置形態別大学数の推移  
年 国　立 公　立 私　立 計 私立の割合(％)
1955 72 34 122 228 53.5
1960 72 33 140 245 57.1
1965 73 35 209 317 65.9
1970 75 33 274 382 71.7
1975 81 34 305 420 72.6
1980 93 34 319 446 71.5
1985 95 34 331 460 72
1990 96 39 372 507 73.4
1995 98 52 415 565 73.5
2000 99 72 478 649 73.7
2005 87 86 553 726 76.2
2010 86 95 597 778 76.7





のは私立大学であったといえる。1955 年から 2013 年までの設置形態別大学数
の推移をみても (表 2－1－3 参照 )、1955 年は総大学数 228 校のうち国立が 72
校、公立 34 校、私立 122 校で、全体の私立大学が占める割合は 53.5％であっ
たが、1990 年には総大学数が 500 校を超え、私立大学の割合も 71.7％とまで
上昇することとなった。その後も、大学数は増加し続け、2014 年現在では、総





































































































まえて、18 歳人口急増期における「昭和 61 年度以降の高等教育の計画的整備


























立地しているが、公立（30 校）、私立（211 校）をみると「5 万人未満」の都市
に立地する割合は、それぞれ 30％、19.3％と高くなっている。なかでも、私立
大学は小規模都市で目立ち、20 万人未満の都市に 58％が立地することとなり、











表 2－ 1－ 4 大学等立地の期待・効果 {設置主体別（国立、公立、私立）  
 
質問項目 期待 効果 期待 効果 期待 効果
(1)地元子弟の進学機会の拡大 1.82 2.92 2.00 2.33 1.59 2.31
(2)生涯教育・生涯学習体制の整備 1.60 2.54 2.29 2.63 2.07 2.64
(3)地域の文化環境の向上 1.50 2.50 1.14 2.44 1.41 2.27
(4)若者、大学等関係者人口の増加 1.55 2.08 1.88 2.33 1.87 2.31
(5)若者定着による地域の活性化 1.45 2.75 1.75 2.78 1.94 2.66
(6)研究機能の充実による地域産業の振興 1.80 2.82 1.86 2.63 2.26 2.90
(7)商業の振興 2.00 2.36 2.43 2.75 2.07 2.62
(8)地元企業への人材供給 2.30 2.90 2.29 2.38 2.01 2.75
(9)業務機能の充実 2.30 2.70 2.43 2.75 2.42 2.90
(10)都市景観の向上 2.30 2.27 2.14 2.38 2.20 2.30
国立 公立 私立
 
出典：『大学の誘致と期待・効果』国土庁大都市圏整備局 1988 p.52 より作成  
 







4．少し減少した、5．非常に減少した、の 5 段階での評価となっている。  
詳しくみると、私立大学では、国公立と比べても (1)地元子弟の進学機会の拡
大、 (8)地元企業への人材供給、において期待が高くなっている。また、 (5)若
者定着による地域の活性化、では「期待」が国立 1.45、公立 1.75 に対して、

































を展開している。そして、文部科学省は、2000 年の「平成 12 年度我が国の文
教政策」のなかで、高等教育の整備と発展の方向として、18 歳人口の減少期に




















































表 2－2－1  私 立 大 学 の規 模 別 入 学 志 願 動 向  
大学の規模 2003年 2008年 2014年 2003年 2008年 2014年
100人未満 5.13 2.88 2.70 100.93 89.59 93.42
100人以上200人未満 5.51 3.53 4.12 96.72 81.89 86.95
200人以上300人未満 4.26 2.72 3.81 105.59 86.84 89.04
300人以上400人未満 4.41 3.02 3.72 106.52 91.27 93.08
400人以上500人未満 3.35 2.9 3.15 109.84 97.1 95.66
500人以上600人未満 4.16 3.32 3.64 109.94 94.24 97.22
600人以上800人未満 3.76 3.02 3.80 104.72 94.21 93.77
800人以上1000人未満 6.54 4.97 5.97 119.38 110.31 101.12
1000人以上1500人未満 6.62 5.08 5.61 113.67 109.46 107.05
1500人以上3000人未満 8.55 7.43 9.07 116.18 115.49 109.60
3000人以上 11.11 11.87 11.64 114.82 113.83 103.78




「平成 19（ 2007）年度・平成 21（ 2009）年度・平成 26（ 2014）年度  
私立大学・短期大学等入学志願動向」より作成  
 
表 2－2－1 は大学の規模別の志願倍率と定員充足率を 2003 年から 2014 年
の約 10 年間の変化を示したものである。詳しくみると、まず、全体として、
2003 年当時は、志願倍率は 3 倍以上、定員充足率についても 100 人以上 200
人未満の 96.72％を除き、すべての規模で 100％を超えている状況であった。
しかし、2008 年時点では、志願倍率は 3 倍を下回る大学が現れ、 3000 人以上
の大学を除き減少傾向となった。さらに注目すべき点は定員充足率である。大
学規模が 800 人未満の大学では定員充足率が 100％を軒並み下回り、300 人未
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満では 90％を下回った。一方、大学規模が 800 人以上の大学では志願倍率は若






表 2－ 2－ 2 私立大学の地域別入学志願動向  
2005年 2009年 2014年 2005年 2009年 2014年
北海道 3.37 2.92 3.51 101.30 98.34 95.39
東北（宮城除く） 2.98 2.10 2.18 101.36 83.52 81.86
宮城 4.33 3.75 3.84 115.70 112.01 103.48
関東（埼玉、千葉、東京、神奈川を除く) 3.51 2.81 3.73 100.60 96.59 97.52
埼玉 5.17 3.82 4.43 116.78 113.18 103.93
千葉 4.76 3.08 5.21 110.57 94.30 95.90
東京 9.42 9.74 9.74 114.15 114.09 109.53
神奈川 5.46 4.46 5.88 113.12 103.06 104.79
甲信越 3.31 2.05 2.37 106.04 99.86 93.22
北陸 4.39 2.78 4.78 104.72 93.28 102.66
東海（愛知を除く） 3.16 2.60 4.53 91.86 90.24 95.84
愛知 6.23 5.75 7.53 111.78 107.68 103.53
近畿（京都、大阪、兵庫を除く） 4.35 3.23 5.07 93.86 96.42 91.60
京都 10.44 10.15 9..99 113.57 108.12 105.28
大阪 7.58 7.94 9.27 112.11 109.21 105.15
兵庫 6.62 6.77 6.98 106.95 102.79 98.81
中国（広島を除く） 3.08 2.36 2.95 90.22 87.81 94.06
広島 3.52 3.03 3.83 97.50 93.62 92.44
四国 3.75 2.61 2.82 94.22 85.10 90.47
九州（福岡を除く） 2.58 2.11 2.62 100.03 91.33 93.93
福岡 5.34 5.54 6.16 106.15 105.16 100.81




「平成 21 年（ 2009）・平成 26（ 2014）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」      
より作成  
 
次に地域別の入学志願動向について、2005 年から 2014 年の変化をみてみた






は、2005 年から 2014 年の間も志願倍率は 7 倍から 9 倍台、定員充足率も 105％
以上の高い数値を保ち、各地域の主要都市、例えば、宮城、埼玉、神奈川、京
都、兵庫、福岡においても、志願倍率もおおよそ 3 倍台後半から 5 倍前後、定
員充足率も 100％を超える程度で維持できている。しかし、これら主要都市を
除く、北海道や東北、北陸、甲信越、東海、中四国では志願倍率は、2009 年時







（２）私立大学入試における推薦入試・AO 入試の拡大  
それでは、次に私立大学の入試状況についてみてみたい。  
 
表 2－ 2－ 3 推薦入試・AO 入試の実施大学数および入学者数の推移  
 
大学数 入学者数 大学数 入学者数 大学数 入学者数 大学数 入学者数 大学数 入学者数 大学数 入学者数
2000 86 10,392 58 3,570 468 174,121 3 318 1 26 71 7,773
2001 86 11,204 64 3,956 486 183,472 5 521 3 57 199 15,308
2002 86 11,495 66 4,288 502 188,013 12 978 4 49 270 20,460
2003 84 11,470 69 4,504 515 189,550 17 1,201 4 53 316 23,956
2004 75 11,199 69 4,749 528 188,794 22 1,270 7 93 346 27,624
2005 75 11,527 68 5,088 535 190,871 25 1,467 12 226 364 31,373
2006 72 11,770 68 5,540 545 194,150 30 2,098 15 320 380 32,971
2007 72 12,235 70 5,665 553 198,143 35 2,284 17 364 402 39,225
2008 73 12,465 70 5,858 562 192,757 41 2,521 19 480 439 44,803
2009 75 12,480 72 6,511 568 192,455 43 2,553 22 527 458 47,005
2010 75 12,620 75 6,745 567 194,745 45 2,579 22 676 464 49,984
2011 74 12,568 77 6,953 571 190,929 47 2,704 22 537 463 48,654
2012 76 12,428 78 7,153 573 187,361 47 2,855 23 561 460 47,210
2013 76 12,327 79 7,205 575 191,635 47 2,640 23 567 466 49,095
推薦入試 AO入試
年度
国立 公立 私立 国立 公立 私立
 
出 典 ：文 部 科 学 省 大 学 入 試 室  








これに対して、公立大学についは、大学数は 58 校から 79 校 1.3 倍強の増加、
入学者数は 2 倍程度の増加となった。2014 年時点の大学数は、国立 86 校、公
立 92 校、私立 603 校であったが、推薦入試を実施する大学の割合は、国立で
88.3％、公立で 85.8％、私立で 95.3％となり、国公私立問わず、およそ 9 割前
後の大学が実施している状況にある。  
次に AO 入試をみると、2000 年時点で国立 3 校、公立 1 校、私立 71 校であ





一般入試による入学者の割合が 84.4％、73.3％を示し 7 割以上と高い割合とな
っており、推薦入試は国立では 12.3％、公立で 24.1％と低く、さらに AO 入試
については 2.6％、1.9％ときわめて低い状況である。これに対して、私立大学
は、一般入試による入学者は 48.9％と 5 割を下回り、推薦入試は 40.3％、AO
入試は 10.3％と国公立大学の比べて明らかに高い割合を占めている。  
 
表 2－2－4  2013 年 度 入 学 者 選 抜 実 施 状 況 の概 要 （国 公 立 私 立 別 ）  
入試区分 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
一般入試 84,279 84.4% 21,866 73.3% 232,268 48.9%
推薦入試 12,327 12.3% 7,205 24.1% 191,635 40.3%
AO入試 2,640 2.6% 567 1.9% 49,095 10.3%
その他 579 0.6% 198 0.7% 1,989 0.4%
合計 99,825 100% 29,836 100% 474,987 100%
国立大学 公立大学 私立大学
 
出 典 ：文 部 科 学 省 大 学 入 試 室  












そして、中村高康（2010）が、2008 年 3 月に高校を卒業した進路多様校生徒




















たい。2013 年度現在、定員充足率が 50％以下の大学が 23 校、50％から 75％
の大学が 67 校、75％から 100％の大学が 140 校となっている。とくに定員充
足率が 75％以下の深刻な状況になっている大学数は 90 校に達し、全体の 16％
を占めるまでとなっている。また、志願倍率をみても、定員充足率が 75％以下





学数は 284 校となり、志願倍率も 9 倍と高い。また 120％以上の大学も 63 校

























図 2－2－1  2013 年 度 私 立 大 学 定 員 充 足 率 と志 願 倍 率  
出 典 ：文 部 科 学 省 大 学 入 試 室  

























図 2－2－2  2013 年 度 私 立 大 学  定 員 充 足 率 と推 薦 入 試 及 び AO 入 試 入 学 率  
出 典 ：文 部 科 学 省 大 学 入 試 室  












率が 50％から 75％の大学は 69.6％、75％から 100％の大学は 60％の学生が入
学しており、推薦入試、AO 入試の依存度が高いことがわかる。一方、定員充
足率が 100％から 120％の大学においても 47.5％と 5 割は下回ったものの、
120％以上の大学は 53.8％と 5 割を超えており、定員充足率の高い大学におい
ても、定員充足率の低い大学よりは割合は低いものの、一定の割合で推薦入試、
AO 入試に依存している状況があり、大学入試、とりわけ私立大学においては












































図 2－3－2 は、平成期に入った 1988 年から 2014 年 3 月卒業者（2013 年度）
までの高校新卒者の就職状況の推移を表したものである。詳しくみると、1988









































































































































図 2－3－1  高 卒 就 職 率 と大 学 （学 部 ）進 学 率 の推 移  
















































































図 2－ 3－ 2 高校新卒者の就職状況の推移  
出典：厚生労働省職業安定局  
「平成 25 年度  高校・中学新卒者の求人・求職・内定状況」より作成  
 
しかし、その好景気に陰りが見え始めた 1994 年には企業側も新卒採用を抑
制したことで求人倍率も 2.46 倍と 2 倍台に下降し、翌年、1995 年には 2 倍を
下回り、2003 年の 1.21 倍まで下降し続けることとなった。また、1988 年から
2003 年の 15 年間で特筆すべき点は、求人数の激減である。1988 年に約 80 万
人であった求人数は、1989 年には 100 万人を超え、翌年、1990 年に 130 万人、
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ピークとなる 1992 年には 167 万人を超えるまで急激に上昇することとなった。
一方、この間の求人者数は 50 万人前後で推移することとなり、結果的に高い
求人倍率を示すこととなったのである。その後の求人数は急速に減少すること
となった。1994 年に 100 万人を下回ってからは、1999 年に 50 万人を割り込
み、2003 年は 21 万人台とピーク時の 12.5％まで落ち込むこととなった。2005
年以降は、団塊世代の大量退職を控えた企業が、一時的に高卒者を採用したた
め、2008 年には求人倍率も 1.87 倍、求人数も約 35 万人まで若干の回復をみせ
たものの、その後は周知のとおりリーマンショック等の影響により 2010 年に
は求人数も再び 20 万人を下回り、求人倍率も 1.24 倍と低水準となった。そし
て、求人者数も注視しなくてはならない。1990 年前後には約 50 万人の高校生
が就職を志望していたが、景気の後退を受ける形でその後は減少の一途を辿る
こととなる。2000 年には 20 万人台まで減少し、2010 年には 15 万人台まで落
ち込むこととなった。ピーク時からみて約 35 万人の高校生が大学や専門学校
等への進学に変更するなど、本意、不本意にかかわらず進路変更を余儀なくさ






































 次に、2000 年から 2014 年における性別による進路状況の推移についてみて
いくこととする。  




ら変化がみられるようになる。男子については、 2010 年の 51.4％までは一貫






























































大学（学部） 短期大学 専門学校 就職
 
図 2－3－3 高 校 生 卒 業 後 の進 路 状 況 （男 子 ）  





















































大学（学部） 短期大学 専門学校 就職
 
図 2－3－4 高 校 卒 業 後 の進 路 状 況 （女 子 ）  
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
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また、女子についても、2000 年から 2010 年までは 29.2％か 44.2％と 15 ポ
イントほどの上昇がみられたが、その後は、微増の動きとなり、2014 年は 45.9％
と 1.7 ポイントの上昇に留まるなど停滞傾向をみせている。  
次に短期大学をみると、男女ともに減少傾向にあるものの、男子については、
そもそも志望者が少なく、2000 年の 1.8％から 2008 年の 1.1％と 0.7 ポイン
ト減少しているとはいえ、2014 年現在も 1％と横ばいであるといってよい。一
方、女子については、2000 年から 2010 年は 17.9％から 11.0％と 6.9 ポイント
の減少がみられた。その後、2011 年から 2014 年は 10.6％から 9.7％と 0.9 ポ













みると、男子は 2009 年 11.3％だった数値は 2010 年 12.7％と上昇に転じ、2013
年、2014 年は 13.6％となった。女子についても、2009 年 18.1％であった数値
は、2010 年 19.2％と上昇に転じ、2014 年は 20.5％となった。そして、就職を
みると、男子は 2010 年 18.4％まで下降した数値は、2011 年 19.4％と上昇に転
じ 2014 年は 21.1％となった。女子も同様に、男女ともに 2010 年の 13.1％で








表 2－3－1  高 校 新 卒 者 の進 路 状 況 （全 体 ）  
卒業年月 高校卒業者数 大学（学部） 短期大学 専門学校 就職
2000年3月 1,328,902 463,897 131,363 228,672 247,074
2001年3月 1,326,844 475,394 119,173 232,625 240,176
2002年3月 1,314,809 475,330 110,089 236,791 221,359
2003年3月 1,281,334 465,372 102,269 241,931 210,017
2004年3月 1,235,012 459,140 96,452 237,264 206,525
2005年3月 1,202,738 472,897 90,312 228,858 206,751
2006年3月 1,171,501 489,821 83,214 213,096 208,815
2007年3月 1,147,159 505,378 77,189 193,074 211,108
2008年3月 1,088,170 499,991 70,203 167,010 205,328
2009年3月 1,063,581 502,627 65,897 156,221 192,361
2010年3月 1,069,129 511,397 64,220 170,182 167,370
2011年3月 1,061,594 505,702 61,435 172,032 172,323
2012年3月 1,053,180 501,305 57,620 177,207 175,866
2013年3月 1,088,124 514,905 58,605 185,378 183,619
2014年3月 1,047,391 502,336 55,937 178,431 182,678  
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
 
表 2－3－2 高 校 新 卒 者 の進 路 状 況 （性 別 ）  
男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子
2000年3月 661,535 667,367 268,873 195,024 11,819 119,544 99,558 129,114 136,889 110,185
2001年3月 660,007 666,837 272,710 202,684 10,724 108,449 98,896 133,729 134,529 105,647
2002年3月 655,641 659,168 268,462 206,868 10,683 99,406 100,404 136,387 124,852 96,507
2003年3月 641,908 639,426 261,991 203,381 10,686 91,583 103,134 138,797 118,357 91,660
2004年3月 622,385 612,627 259,404 199,736 10,625 85,827 102,195 135,069 118,146 88,379
2005年3月 607,474 595,264 267,402 205,495 10,064 80,248 97,971 130,887 119,630 87,121
2006年3月 594,090 577,411 275,974 213,847 8,642 74,572 89,683 123,413 121,396 87,419
2007年3月 580,050 567,109 281,359 224,019 7,276 69,913 78,559 114,515 122,556 88,552
2008年3月 551,068 537,102 275,795 224,196 6,273 63,930 65,907 101,103 119,921 85,407
2009年3月 536,575 527,006 273,688 228,393 5,733 60,164 60,782 95,439 113,016 79,345
2010年3月 540,796 528,333 277,700 233,697 6,133 58,087 68,911 101,271 99,139 68,231
2011年3月 536,615 524,949 271,509 234,193 5,823 55,612 69,458 102,574 103,651 68,672
2012年3月 531,210 521,970 267,366 233,939 5,456 52,164 71,577 105,630 105,813 70,053
2013年3月 547,355 540,769 271,898 243,007 5,545 53,060 74,722 110,656 110,838 72,781
2014年3月 526,434 520,957 264,735 237,601 5,350 50,587 71,733 106,698 110,706 71,972
就職
卒業年月
高校卒業者数 大学（学部） 短期大学 専門学校
 
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
 
さらに、高校新卒者の進路状況について、実人数の動向をみてみたい（表 2
－3－1）。2000 年は約 133 万人の高校新卒者数であったが、2014 年には 105
万人を下回っており、やはり人口減少の傾向が顕著にみられる。こうしたなか、





ると、大学進学数は 51 万 1 千人から 50 万 2 千人に減少、短期大学進学者数は
6 万 4 千人から 5 万 5 千人に減少している。これに対して、専門学校進学者数
は 17 万人から 17 万 8 千人に増加、就職者数も 16 万 7 千人から 18 万 2 千人




















ここからは、1955 年から 2013 年までの高校生の進路動向について、普通科
と専門学科別に整理していくこととする。  
はじめに大学（短期大学含む）への進学状況をみてみたい（図 2－3－5 参照）。
普通科をみると、1955 年時点に 25.4％であった進学率は 1975 年に 46.3％と
20 年間で 20 ポイントの上昇をみせた。これは先述のとおり、戦後の大学拡大
期に入り、大都市を中心に私立大学設置、定員拡大などによって進学率が大幅
に上昇したものである。その後は、高等教育計画の実施によって 1985 年には





続け 2007 年には 60％を超え、2010 年には 63.1％まで上昇することとなった















図 2－3－5  高 校 生 の進 路 動 向 の推 移 （普 通 科 ）  
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
 
続いて、専門学校等（専門学校・公共職業能力開発施設等）の進学率の推移
をみてみたい。専門学校等については、制度化された 1976 年以降の 1980 年か
らのデータとなる。専門学校については、1980 年時点で普通科 24.6％、職業




であると考えられる。その後は、2007 年には 23.7％と 1980 年の 24.6％を下
回り、2009 年の 21.5％まで下降を続けた。しかし、2009 年以降は、それまで
の減少傾向が緩やかになり、2010 年は 24.5％まで上昇した。その後は、2011
年 24.0％、2012 年 24.2％、2013 年 23.2％と緩やかに減少しているが、2009
年と比べると、1.7 ポイント程度の上昇となっている。  
そして、就職率は、1955 年に 34.4％であった数値は、1960 年の 46.3％の上
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昇し、その後は減少し続けることとなる。1975 年には 26.0％、1990 年前半に
は 10％台まで減少し、2000 年には一桁台となった。しかし、近年、2010 年に

















図 2－3－6  高 校 生 の進 路 動 向 の推 移 （専 門 学 科 ）  
出 典 ：文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 より作 成  
 





った。とくに就職率は 1990 年から 2000 年の 10 年間で 74.7％から 47.6％と
27.1 ポイントの減少をみせた。これに対して、大学は 8.3％から 17.1％の 8.8












ようになったのである。しかし、近年の 3 年間、2011 年、2012 年、2013 年の
動向をみると、大学は 22.3％から 20.8％の 1.5 ポイントの減少に対して、専門







査」をみてみたい（表 2－3－3 参照）。  
 
表 2－3－3  高 校 卒 業 後 の進 路  












5.6 6.3 5.8 5.4 4.4 5.6
4 外国へ留学したい 1.0 1.4 0.8 1.1 1.5 1.0
5 短大に進学したい 2.9 5.0 0.5 5.2 4.5 2.9
6 専門学校に進学したい 11.3 28.0 5.4 16.7 11.1 11.3
7 就職したい 12.4 35.5 13.1 11.8 7.3 12.4
8 まだ考えていない 4.5 6.9 5.4 3.6 6.4 4.5
0.3 0.3 0.2 0.5 0.4 0.3





出 典 ：財 団 法 人 日 本 青 少 年 研 究 所 「高 校 生 の進 路 と職 業 意 識 に関 する調 査 」  












































































































                                                   









を構成する地域。（国土庁計画・整備局四全総研究会  『第四次全国総合開発計画  40




（喜多村和之  『現代大学の変革と政策－歴史的・比較的考察』 玉川大学出版部  2001  
p.99）  
４ 2009 年 6 月 10 日の産経ニュースでは、 1 学部の単科大学で 800 人以下の小規模大学で
ある三重中京大学が 2009 年 4 月に学生募集停止を決定した他、同規模の神戸ファッシ
ョン造形大学や聖和トマス大学も学生募集の停止を決定したことを報じている。  
http:/ /sankei.jp.msn.com/life/education/090610/edc090610224  7006-n1.htm:2009
年 6 月 27 日アクセス  
５ 天野郁夫『大学改革秩序の崩壊と再編』東京大学出版会  2004 p.54 
６  M・トロウ（天野郁夫訳）『高学歴社会の大学』  東京大学出版会  1976  pp.62-65 
７  M・トロウ（天野郁夫訳）前掲書  1976  p.100  









激されるからである」（市川昭午『大学大衆化の構想』玉川大学出版部  1995 p.40）  
９ T.J.Pempel, Patterns of Japanese Policymaking : Experiences from Education,  
Westview Press. 1978 （T.J.ペンペルは、「大学卒業証書の重視、官界・民間両者の学
位取得に対する放任的態度、高度経済成長を優先させる政府の一般方針、という 3 つ
の価値観が日本の高等教育の拡大政策を力強く下支えしてきた」と指摘している（ T.J.
ペンペル  (橋本鉱一訳  )『日本の高等教育政策  決定のメカニズム』  玉川大学出版部  





換』  東京大学出版会  1979 p.188）  




－」『東北大学大学院教育学研究科研究年報第 54 集・第 2 号』  2006 p.138）  
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１２ この大学令は大学制度を柔軟化し、多様な大学が設立され展開していく制度的基盤




散に有効な手段を持ち得なかった」と指摘している。（猪俣歳之  前掲書 2006 
pp.144-145）  
１４ 文部省「大学教育の改善について」
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/630101.htm： 2011 年 7 月























とした中教審 38 答申は画餅に帰した」と述べている。（黒羽亮一  『新版  戦後大学
政策の展開』  玉川大学出版部  2001 p.106）  
１７ この計画は、第一次から第 5 次まで策定されることとなったが、なかでも第 3 次と第
4 次の計画が大きな影響を与えている。両計画はそれぞれ 1977（昭和 52）年、 1987
（昭和 62）年に策定されているが、同時期に、大学（とくに私立大学）の量的拡大






１８ 例えば、工業等制限区域となった東京都 23 区内と武蔵野市の全域・川口市・三鷹
市・横浜市・川崎市の一部などでの大学の新設は不可能となったが、法律が、そう
いう効果以上に企図していたのは、この地域内の既設大学も地方に分散することで、
文部省も対応を迫られることになったことにある。（黒羽亮一  前掲書  2001 p.104） 
１９  文 部 省  『今後における学校教育の総合的拡充整備のための基本的施策について』
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou /toushin/710601.htm： 2011 年 7 月
19 日アクセス  
２０  猪俣歳之  前掲書  2006 p.153 
２１  この「公 私 協 力 方 式 」は「60 年 代 計 画 」によってはじめて打 ち出 されたものではなく、1977 年 に
閣 議 決 定 された「第 三 次 全 国 総 合 開 発 計 画 」、1978 年 の国 土 庁 大 学 立 地 検 討 連 絡 会 議 に
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よる報 告 書 『大 学 等 の地 域 的 適 正 配 置 の推 進 について』といった国 土 庁 関 連 の将 来 計 画 に
加 え、通 産 省 による「テクノポリス構 想 」（1980 年 に構 想 発 表 、83 年 に法 制 化 ）の内 容 がその
原 型 となっている。（猪 俣 歳 之  前 掲 書  2006  p.159）  
２２  白石裕『分権・生涯学習時代の教育財政－価値相対主義を越えた教育資源配分システ
ム－』京都大学学術出版会  2000 p.161 
２３  1980 年（昭和 55 年）以降、 1993 年（平成 5 年）までに新増設・移転により、 260
校の大学、短期大学が新たに立地したが、このような大学等立地に対する地域の効
果、大学に対する期待と評価を把握するために、国土庁大都市圏整備局が大学およ
び市町村に対して 1987 年と 1993 年にアンケート調査を実施した。  
２４  国土庁大都市圏整備局  『大学の誘致と期待・効果』  1988 p.45 
２５  この調 査 は、学 園 計 画 地 ライブラリーが開 設 された 1980 年 以 降 1987 年 にかけて新 たに立 地
した大 学 、短 期 大 学 について、当 該 大 学 等 の立 地 市 町 村 に対 し、大 学 等 の施 設 内 容 、立 地
経 緯 などに関 する調 査 をおこない、併 せて大 学 等 の立 地 への期 待 及 び立 地 後 の効 果 につい
てアンケート調 査 をおこなった。回 収 率 は 100％。  
２６  文 部 省 高 等 教 育 局  『大 学 審 議 会 答 申 ・報 告 総 覧 －高 等 教 育 の多 様 な発 展 を目 指 して－』  
ぎょうせい   1998  p.211 
２７  文 部 科 学 省  『平 成 12 年 度 我 が国 の文 教 施 策 』  
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/html/hpad200001/hpad200001_2_204.ht
ml： 2011 年 3 月 15 日 アクセス  
２８ 文 部 科 学 省  『大 学 の質 の保 証 に係 る新 たなシステムの構 築 について』
http:/ /202.232.86.81/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/020801.htm ：2010 年
12 月 5 日 アクセス  
２９  国 土 庁  『21 世 紀 のグランドデザイン－地 域 の自 立 の促 進 と美 しい国 土 の創 造 －』 1998   
p.79 http://www.kokudokeikaku.go.jp/document_archives/ayumi/26.pdf：  







http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/970606.htm  ：2013 年 11
月 30 日アクセス）  
３１ 中村高康「四大シフト現象の分析」『進路選択の過程と構造－高校入学から卒業まで




説得力を持ちえたと考えられる」述べている (中村高康『大衆化とメリトクラシー  教




３３  中村高康  前掲書  2011 pp.127-130  




















思想社  2014 pp.48－ 49）  
３６  文部科学省「平成 26 年度大学入学者選抜実施要項」
http:/ /www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail /__icsFiles/afieldfile/2
013/06/11/1281953_01.pdf： 2014 年 9 月 10 日アクセス  
３７  文部科学省「平成 26 年度大学入学者選抜実施要項」
http:/ /www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail /__icsFiles/afieldfile/2
013/06/11/1281953_01.pdf： 2014 年 9 月 10 日アクセス  








に位置づけられる」と論じている（中村高康  前掲書  2012 p.54）  
３９  厚生労働省『平成 23 年度版労働経済分析－世代ごとにみた働き方と雇用管理の動向』
2011 pp.118-119. 
４０  木 下 龍 「青 年 の進 路 の実 際 」斉 藤 武 雄 、佐 々木 英 一 、田 中 喜 美 、依 田 有 弘 編  『ノンキャリア










出版会  1991 p.177）  
４２  文 部 科 学 省 「高 校 生 の就 職 問 題 に関 する検 討 会 議 報 告 」  
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/008/toushin/010201.htm ：
2013 年 4 月 15 日 アクセス  
４３  筒井美紀『高卒労働市場の変貌と高校進路指導・就職斡旋における行動と認識の不一
致－高卒就職を切り拓く－』東洋出版社 2006 p.28 
４４  堀 有 喜 依  「高 卒 で働 く若 者 をどのように支 えていくのか  高 卒 就 職 の自 由 化 」をめぐって」小 谷
畝 、土 井 隆 義 、芳 賀 学 、浅 野 智 彦 編  『若 者 の現 在  労 働 』  日 本 図 書 センター  2009  
pp.93－94 
４５  安 田 雪  『働 きたいのに･･･高 校 生 就 職 難 の社 会 構 造 』  勁 草 書 房  2003 pp.14－15. 
４６  さらに、その結 果 、男 子 は専 門 学 校 への進 学 が増 加 していることや、男 子 は女 子 に比 べ自 分 の
成 績 を考 慮 する者 が相 対 的 に多 くなっていることも指 摘 している。（片 瀬 一 男 ・元 治 恵 子 「進 路
意 識 はどのように変 容 したのか－ジェンダー・トラックの弛 緩 ？－」海 野 道 郎 ・片 瀬 一 男 『〈失 わ
れた時 代 〉の高 校 生 の意 識 』  有 斐 閣  2008 pp.103-107）  
４７  国 土 審 議 会 調 査 改 革 部 会  「「国 土 の総 合 点 検 」－新 しい“国 のかたち”へ向 けて－」  『国 土




                                                                                                                                                     
2011 年 8 月 30 日 アクセス  
４８  さらに小 林 は、「これらは戦 前 からの日 本 の高 等 教 育 をめぐる大 きな政 策 課 題 であり、さらにより
大 きな国 家 的 政 策 の一 部 であった。そのため大 学 の地 方 分 散 化 政 策 が取 られた結 果 として、
戦 後 長 期 にわたり格 差 が是 正 されてきたということは忘 れてはならない」と述 べている。（小 林 雅
之  『大 学 進 学 の機 会  均 等 化 政 策 の検 証 』  東 京 大 学 出 版 会  2009  p.70 
４９  旺文社教育情報センター
http:/ /eic.obunsha.co.jp/resource/pdf/educational_info/2014/0829_02_k.pdf：  




道郎・片瀬一男『〈失われた時代〉の高校生の意識』有斐閣  2008 p.27）  
５１  日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センターによると、平成 26 年度の私立
大学の入学定員は 460,251 人と前年度より 1,795 人増加（平成 25 年度 458,456 人）
したのに対して、入学者は前年度より 6,326 人減（平成 25 年度 483,957 人）の 477,631
人に留まったこと。そして、全体の入学定員充足率が前年度より 1.78 ポイント下降
して 103.78％、入学定員充足率が 100％未満の大学は 33 校増加して 265 校となり、
大学全体に占める未充足校の割合は前年度より 5.5 ポイント上昇して、45.8％となっ
たことを明らかにしている（日本私立学校振興・共済事業団私学経営情報センター「平
成 26 年（ 2014 年）年度私立大学・短期大学等入学志願動向」

































































































図 3－1－1  大 学 新 卒 者 就 職 率 および求 人 倍 率 の推 移  
出 典 ：就 職 率 「文 部 科 学 省 学 校 基 本 調 査 」より作 成  
出 典 ：求 人 倍 率 「リクルートワークス研 究 所 「第 30 回  ワークス大 卒 求 人 倍 率 調 査 」」より作 成  
 
図 3－1－1 は、1988 年以降の大学新卒者の就職率と求人倍率の推移である。
詳しくみてみたい。就職率はバブル経済期を迎えた 1988 年の 77.8％から、絶
頂期となった 1991 年の 81.3％まで非常に高い数値を示していた。しかし、翌
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年の 1992 年には 80％を割り込み、1995 年には 67.1％、1999 年は 60.1％と急
激に悪化し、2000 年代前半は 50％後半を推移することとなった。その後、高
卒就職環境と同様に、団塊世代の大量退職を見込んだ企業側が積極的な採用行
動をとったことにより、2007 年から 2009 年は 63.7％、67.6％、69.9％と一旦
は回復をみせたが、2010 年には 60.8％と 9 ポイントの大幅な減少がみられた。
そして、2013 年には 67.3％、2014 年には 69.3%と回復傾向を示したものの、
依然、不安定な状況が続いている。求人倍率も、1988 年の 2.48 倍から 1990
年の 2.86 倍まで上昇した後、1991 年は 2.41 倍と 2 倍台を維持したものの、1995
年の 1.08 倍まで急減し、1999 年には 0.99 倍と 1 倍を割り込むこととなった。
その後は、就職率同様、2000 年前半は 1 倍台前半を推移し、2000 年後半には
















図 3－1－2  大 学 学 部 分 野 別 就 職 率 の推 移  
出 典 ：厚 生 労 働 省 「平 成 26 年 度  大 学 等 卒 業 者 の就 職 状 況 調 査 」より作 成  
 








に文系は 2010 年には前年から 4.2 ポイントの大幅減をみせ、2011 年は 90.5％
の 1997 年以降、最低の数値を示している。理系についても、2008 年の 98.5％













1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
年
％
　国公立（文系 私立（文系） 　国公立（理系） 私立（理系）
 
図 3－1－3 大 学 設 置 形 態 ・学 部 分 野 別 就 職 率 の推 移  
出 典 ：厚 生 労 働 省 「平 成 26 年 度  大 学 等 卒 業 者 の就 職 状 況 調 査 」より作 成  
 
さらに、これを設置形態別でみると（図 3－1－3 参照）、1997 年では私立理
系の 96.3％が最も高く、次いで私立文系 95.2％、国公立理系 94.3％となり、
国公立文系が 90.7％と最も低く、私立優位であった。しかし、 1999 年には国











び上昇。2012 年の未就職者は、およそ 106,000 人、全体の 19％となったとし
ている１。  
こうした未就職問題について労働政策研究・研修機構（2012）は、2003 年
と 2011 年 3 月の大卒者における未就職者の状況を比較した結果、人文科学、
社会科学系で高い特徴が続いており、未就職者の 6 割から 7 割がこの学部系統
であること、そして、設置形態別では、私立大学で高くなっていると報じてい
る２。この点について、本田由紀（2009）は、「日本における大学と仕事の関係






表 3－1－1  大 学 の諸 属 性 と未 就 職 者 割 合  
①設置者・創立年
実数（Ｎ）
国立 52.2 41.8 4.5 1.5 100.0 67
公立 35.9 56.4 7.7 0.0 100.0 39
私立（～50年） 8.2 63.9 27.9 0.0 100.0 122
私立（50年～90年） 5.3 57.6 35.1 2.0 100.0 151
私立（90年～） 18.8 42.0 39.3 0.0 100.0 112
17.9 53.4 27.9 0.8 100.0 491
実数（Ｎ）
200人未満 20.2 41.5 38.3 0.0 100.0 94
200～499人 17.9 50.6 30.8 0.6 100.0 156
500～999人 13.1 59.6 27.3 0.0 100.0 99
1000～1999人 22.2 55.6 20.0 2.2 100.0 90
2000人以上 15.4 67.3 15.4 1.9 100.0 52









出 典 ：独 立 行 政 法 人 労 働 政 策 研 究 ・研 修 機 構  









上を超えている大学が、卒業生数 200 から 499 人で 30.8％と 3 割を超え、200







学、難易度の高い私立大学では、2005 年に比べて 2010 年のほうが未就職率は
















対象計 23.0 487 23.8 494
国立 11.8 66 ＜ 19.5 75
公立 14.8 39 ＜ 18.7 47
私立（～45） 27.7 141 27.0 135
私立（46～56） 26.5 201 25.2 202










出典：小杉礼子・堀有喜衣『高校・大学の未就職者への支援』勁草書房  2013  
p.106 より作成  
 
















表 3－1－3  私 立 大 学 学 部 系 統 別 入 試 動 向  
2012年度 2013年度 2014年度 2012年度 2012年度
志願者数 志願者数 前年比 志願者数 前年比 入学者数 入学者数 前年比 入学者数 前年比
医学 29 29 29 84,899 97,521 114.9% 110,427 113.2% 3,587 3,660 102.0% 3,736 102.1%
歯学 17 17 17 5,626 6,466 114.9% 8,029 124.2% 1,668 1,694 101.6% 1,755 103.6%
薬学 57 57 57 82,573 104,253 126.3% 121,877 116.9% 11,631 12,556 108.0% 12,556 100.0%
保健系 154 161 175 138,556 157,627 113.8% 164,659 104.5% 25,708 27,307 106.2% 29,156 106.8%
理・工学系 147 147 146 553,755 607,166 109.6% 651,819 107.4% 63,518 64,934 102.2% 64,437 99.2%
農学系 17 17 17 72,512 77,662 107.1% 82,167 105.8% 7,921 7,814 98.6% 7,789 99.7%
人文科学系 238 238 238 505,198 512,645 101.5% 511,565 99.8% 74,956 75,169 100.3% 73,365 97.6%
社会科学系 511 507 505 1,133,175 1,157,434 102.1% 1,146,575 99.1% 172,115 172,229 100.1% 168,524 97.8%
家政学 68 69 72 72,511 83,524 115.2% 81,097 97.1% 15,440 16,264 105.3% 15,707 96.6%
教育学 68 71 80 95,023 104,044 109.5% 104,780 100.7% 13,771 14,917 108.3% 15,453 103.6%
体育学 10 10 10 15,688 17,669 112.6% 17,241 97.6% 5,455 5,438 99.7% 5,325 97.9%
芸術系 60 61 60 41,424 42,413 102.4% 40,643 95.8% 14,625 14,909 101.9% 14,242 95.5%






出 典 ：日 本 私 立 学 校 振 興 ・共 済 事 業 団  
「平 成 24（2012）年 度 ・平 成 25 年 度 （2013）・平 成 26 年 度 （2014）年 度  















































70 から 75 の学部学生は民間企業に就職したもののうち 71.4％が従業員数 5000
人以上の大企業に就職しているのに対して、偏差値 37 から 39 の学部学生は
5.7％しかこのような大企業に就職していないこと、さらには大企業就職者の占







































そして、就職協定が廃止された 1997 年度卒業生（1998 年 3 月卒）の学生を






















を最も重視すると回答した企業は 222 社中 202 社（90.9％）となり、一方、「出
 
 114 
身校」を第 1 位とした企業は全くなく、第 2 位に 7 社、第 3 位に 6 社となった
程度であった。しかし、採用試験で「出身校不問（学校名を聞かずに筆記・面
接試験等を行う）」としているかどうかは、「全面的に採用している」と回答し



















































出 典 ：本 田 由 紀 『多 元 化 する「能 力 」と日 本 社 会 －ハイパー・メリトクラシー化 のなかで』       





































































































































































































理由についてみていく。そして 2007 年度入学生の卒業年度にあたる 2010 年度
に就職未決定者へのインタビューを実施し、かれらがどのような意識を抱きな
がら就職活動に取り組んでいるのか、その実態に迫ってみたい。  
まずは、本調査の対象となった私立 A 大学について述べてみたい。A 大学は、















時期：2007 年 3 月（在学生）、4 月（新入生）  
対象：学生（在学生 869 名：485 名（回収率 55.8％））  
















表 3－2－1  入 学 理 由 （在 学 生 ）  
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
知名度 7 3.9% 0 0.0% 9 13.8% 3 5.8% 10 4.2% 3 5.8%
偏差値 16 8.8% 4 5.4% 4 6.2% 2 3.8% 22 9.2% 7 13.5%
就職率・実績 19 10.5% 5 6.8% 4 6.2% 6 11.5% 24 10.0% 7 13.5%
地理的条件 51 28.2% 13 17.6% 4 6.2% 3 5.8% 61 25.5% 11 21.2%
教育環境 32 17.7% 19 25.7% 5 7.7% 2 3.8% 33 13.8% 8 15.4%
オープンキャンパスの内容 18 9.9% 13 17.6% 2 3.1% 3 5.8% 8 3.3% 3 5.8%
学費・奨学金 5 2.8% 2 2.7% 10 15.4% 5 9.6% 12 5.0% 0 0.0%
資格取得 8 4.4% 7 9.5% 0 0.0% 1 1.9% 5 2.1% 1 1.9%
施設設備 12 6.6% 5 6.8% 4 6.2% 3 5.8% 18 7.5% 3 5.8%
校風 1 0.6% 3 4.1% 2 3.1% 0 0.0% 7 2.9% 4 7.7%
留学制度 5 2.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 14 5.9% 1 1.9%
その他 5 2.8% 2 2.7% 18 27.7% 23 44.2% 23 9.6% 3 5.8%
無回答 2 1.1% 1 1.4% 3 4.6% 1 1.9% 2 0.8% 1 1.9%


































表 3－2－2  入 学 後 、とくに取 り組 んでいきたいことは何 か（新 入 生 のみ）  
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
ゼミ活動 7 9.5% 0 0.0% 4 7.7%
資格取得 19 25.7% 6 11.5% 15 28.8%
就職活動 6 8.1% 1 1.9% 7 13.5%
アルバイト 4 5.4% 0 0.0% 4 7.7%
スポーツ活動に取り組む 8 10.8% 42 80.8% 3 5.8%
文化活動に取り組む 1 1.4% 0 0.0% 0 0.0%
基礎技術をしっかりと身につける 11 14.9% 0 0.0% 10 19.2%
専門分野を深く学ぶ 10 13.5% 2 3.8% 7 13.5%
その他 3 4.1% 0 0.0% 2 3.8%
無回答 5 6.8% 1 1.9% 0 0.0%






















表 3－2－3  2007 年 度 入 学 生 1 年 次 前 学 期 成 績 状 況  
評定値平均 人数 構成比 素点平均（全体） 素点平均（必修）
指定校・AO 3.4 76 42.5% 68.1 65.1
スポーツ 3.4 55 30.7% 62.8 62.6
学力 3.3 48 26.8% 65.7 65.2  
 














る考えや、学力についてみてきた。次は、2007 年入学生が 4 年生となった 2010










2011 年 3 月卒業予定者のなかで、2010 年 8 月、9 月時点で就職未決定者 20









1 2010/8/18 大学 公務員 指定校
2 大学 未定 スポーツ
3 専門学校 営業 スポーツ
4 就職 未定 ＡＯ
5 2010/8/22 就職 未定 ＡＯ
6 2010/8/24 専門学校 公務員 指定校
7 大学 営業 指定校
8 2010/8/27 大学 未定 スポーツ
9 大学 営業 指定校
10 専門学校 サービス業 ＡＯ
11 専門学校 サービス業 ＡＯ
12 就職 公務員 スポーツ
13 2010/9/2 就職 製造業 指定校
14 就職 未定 ＡＯ
15 大学 未定 指定校
16 2010/9/7 専門学校 未定 ＡＯ
17 大学 公務員 ＡＯ
18 専門学校 営業 スポーツ
19 就職 製造業 指定校
20 大学 未定 指定校  
 
 














「春から数社受けて、そのうち 2 社は最終面接（どちらも 5 次試験）まで
いったんですが、結局ダメでした。なんか疲れてしまいました。」（No9）  
 
















































































































となった（表 3－2－5 参照）。  
 
表 3－ 2－ 5 個別質問の結果  
後悔している 後悔していない どちらともいえない
就職決定者（ｎ=28） 17.8％ (ｎ=5) 67.9％ (ｎ=19) 14.3％ (ｎ=4)




して後悔していない者が 67.9％となり、約 7 割の学生は就職が決まったことで、
とりあえず大学に進学して良かったと考えていた。この結果については容易に
想像できるものであった。これに対して、就職未決定者では意外な結果となっ

















の学生とは 1 年 6 ヶ月前から定期的にコンタクトをしながら、就職活動の進捗
についてヒアリングをしていた。かれは本来ならば 2009 年 3 月に卒業する予
定にあったが、真面目に就職活動に取り組んでいたものの内定が取れない状況
が続いたことにより精神的に追い込まれて、2008 年 9 月から大学を休学し卒業
を一年遅らせることとなったのである。そして、2009 年 4 月には復学し、直ち
に就職活動を再開したが、前年度以上に厳しい状況となった就職環境に対応で
きずに、再び大学に登校できない状態に陥り、最終的には卒業必要単位わずか
10 単位を残して退学することとなった。  
今回のインタビューは退学することが決まり、精神的にも安定し始めた 2010
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時期：2009 年 6 月、7 月  
対象：普通科（7 名）  
＊大学・短大への進学割合が 20％から 30％、専門学校を含めた進
学者の割合は 50％。就職が 50％の高校  
専門学科（11 名）＊工業学科、商業学科  
保護者 4 組  
 方法：インタビュー調査（半構造化面接法：所要時間は一人 5 分）  
 





































ると答えた 8 名すべてに共通していた。  
そして、A2 や A6 のように、そもそも勉強を続ける意思がない生徒がみられ
たが、このような回答をした生徒は学力面が最も影響すると答えた 10 名のう









うかがえる。そして、A1 や A4 のように経済面を理由に専門学校への進学を考
えていることは、経済的なことを理由に進路変更をせざるを得ない状況にある
とみてとれるが、A3 のように経済的に厳しいことが強い理由になっているのは













































 ここでも、B1 や B6 のように勉強する意欲がない生徒がいることや、B8 の
ように高卒時点で就職できないのであれば、とりあえず専門学校に進学するこ
とを選択する者がみられることも普通科と共通している。しかし、専門学科で
























させたいと考 えている。その理 由 は経 済 的 なことではなく就 職 面 である。
高 校 では先 生 方 が世 話 をしてくれるが、大 学 では自 分 たちで就 職 活 動
をしなければならないし①、安 定 した仕 事 に就 けるかどうかわからない。




学に進 学したいといわれても、正 直 困 ってしまう。また、私たち（両 親とも）
は、大 学 に進 学 していませんので、大 学 がどのような場 所 かわからない②。
そして、大学に進 学した同 級 生を思い返しても、結 局、就 職をしなかった




く考えていない。また、大 学を卒 業してきた部下をみていると、やはり国 公
立 レベル④を卒 業 してこないと専 門 的 な仕 事 を任 せられないのが現 実 で
ある。自 分の子 どもの学 力 レベルでいける、その辺の大 学 にいかせるぐら
いなら、就職したほうが良いと思えてならない⑤。 
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保護者 4：正直、偏差値 が 50 ぐらいある大学でないと就職は厳しくなると思うし⑥、
せめて教 員 や福 祉 の免 許 みたいに、将 来 の仕 事 につながる資 格 がとれ
ないと大学に進学する意 味はないと考えている。これが無理ならば、就職
するか専門学校に進学 して資格をとったほうが良いのではないか。  
 






























 時期：2011 年 6 月、7 月  
 対象：104 名 （男子 89 名 女子 15 名）  
（私立普通科高校 29 名・公立普通科高校 40 名・公立専門高校 35 名）  
    ＊3 校ともに、生徒の進路先をみると、大学が 20％～30％、短期大学、
専門学校が 30～40％前後、就職が 40～50％となっている。  
 方法：・アンケート調査  
・インタビュー調査（半構造化面接法：所要時間は一人 10 分）  
 
表 4－1－1 志 望 進 路 別  
志望進路 学力 経済 就職 その他 合計
47.8% 17.4% 34.8% 0.0% 100.0%
n=11 n=4 n=8 n=0 n=23
短期大学・ 43.2% 13.6% 36.4% 6.8% 100.0%
専門学校 n=19 n=6 n=16 n=3 n=44
46.0% 37.8% 13.5% 2.7% 100.0%
n=17 n=14 n=5 n=1 n=37
大学
就職
































更すると答えた者はわずか 4 名にとどまり、72 名（88.9％）の生徒が、それで
も大学に進学しないと答えた。この 72 名のうち質問項目に設けられた自由記





いった者が 11 名となった。  
 
Ｑ:なぜ、大学に進学しないのですか？（ ）内は志望進路  
A：大 学 と専 門 学 校 と迷 いましたが、専 門 学 校 にしました。決 め手 は、オープンキャ
ンパスです。自 分 がしたいことが重 点 的 に勉 強 できるところに惹 かれました①。大
学は、やりたいこと以 外 のこともしないといけないので、自 分には合わないと考えま
した。（専門学校） 
 
B：高 校 入 学 時 から就 職 することを考 えていました。理 由 は、実 家 が建 築 の自 営 業
をしているからです。3 年 生になってから、周囲からは指定校推薦などを利用して
大学に進学することも薦められましたが、自分としては大学にいる 4 年間 がとても




C：大 学 に進 学 しても就 職 が不 安 です。テレビや新 聞 で大 学 卒 業 者 の就 職 率 が悪
いことをみると③、自 分 が就 職 できるか自 信 がありません。親 も、大 学 に進 学 して
就 職 できないと困 ると言 っていますし。自 分 は車 が好きなので、専 門 学 校 に進 学
してから自動車整備 士の資格を取りたいと考 えています。（専門学校）  
 
D：大 学に進 学 している先 輩に話 を聞きましたが、大学 より専 門 学 校に進 学したほう
が、自 分がやりたいことができると言われました④。英 語とかパソコンの授 業 を必ず




E：就 職 したかったのですが、自 分 は成 績 が悪 いので、担 任 の先 生 から就 職 するの
は無理だと言 われました。フリーターは嫌なので進学に変更しましたが、大学はお
金もかかるし、4 年間勉 強することなんか考えられません⑥。親もとりあえず専門学
校 に進 学 して何 か資 格 をとって就 職 に備 えたほうが良 いと言 っていますので、専
門学校に決めました。（専門学校）  
 
F：経 済 的 に厳 しいので、就 職 します⑦。普 通 科 高 校 なので、就 職 の求 人 は少 ない
ですが、評 定 平 均 値 がそこそこ高 かったので、なんとか決 まりそうです。友 人 から
は成 績 が良 いのだから推 薦 （学 費 免 除 特 待 生 ）で大 学 に進 学 したほうが良 いの
ではないかと言われましたが、自分は高 校進 学 のときから就職することを決めてい
たので、納得しています。（就職）  
   
  G：成 績 が悪 いので大 学 は考 えていません。とりあえず就 職 が良 さそうな医 療 系 ⑧の
短 大 への進 学 を志 望 しています。普 通 の会 社 に就 職 しても、いつ潰 れるかわか
らないので、やはり資格 はとっておいたほうが良いかと思いますし。（短期大学）  
 
詳しくみてみたい。まず F の下線部⑦のように、経済的事由によって進学し






職を志望している B についても、下線部②のように大学の 4 年間が無駄に感じ
ており、そもそも大学に興味がないことや、F 同様、高校入学時から就職する
ことを考えていたのである。  



















































































がそれぞれ 20％～40％の進路多様校に在籍する生徒である。  
 
【調査の概要】  
時期：2011 年 9 月～2012 年 2 月  
対象：322 名  
方法：・アンケート調査、インタビュー調査 (半構造化面接法 ) 
＊面談対象は 3 年男子 3 名、3 年女子 3 名。時間は一人 10 分  
(インタビュー実施日：2011 年 12 月 8 日 ) 
 
表 4－2－1  回 答 者 の属 性 （n=322）  
大学 短期大学 専門学校 合計
男子 65 7 80 152
女子 62 44 64 170









示した（表 4－2－2、表 4－2－3 参照）。  
 
表 4－2－2  進 学 先 決 定 の条 件 （男 子 ）  
志望進学先 学力 経済 就職 合計
53.8% 24.6% 21.5% 100.0%
n=35 n=16 n=14 n=65
33.3% 26.4% 40.2% 100.0%







表 4－2－3  進 学 先 決 定 の条 件 （女 子 ）  
志望進学先 学力 経済 就職 合計
58.1% 27.4% 14.5% 100.0%
n=36 n=17 n=9 n=62
53.7% 21.3% 25.0% 100.0%




（χ ２＝2.807  df＝2、p>0.05）  
 
表 4－2－4  進 学 先 決 定 の条 件 （短 期 大 学 ・専 門 学 校 志 望 者 ）  
志望進学先 学力 経済 就職 合計
62.7% 13.7% 23.5% 100.0%
n=32 n=7 n=12 n=51
38.2% 27.1% 34.7% 100.0%
n=55 n=39 n=50 n=144
短期大学
専門学校





















表 4－2－5  大 学 に進 学 しない理 由 （進 学 先 別 ・性 別 ）（n=195）  
理　由
① 学力不足だと考えているから 34 17.4% 4 7.8% 30 20.8% 23 26.4% 11 10.2%












15 7.7% 3 5.9% 12 8.3% 11 12.6% 4 3.7%
⑥ その他 3 1.5% 1 2.0% 2 1.4% 3 3.4% 0 0.0%















































表 4－2－6   質 問 「4 年 制 大 学 が無 償 化 になれば進 学 しますか？」（進 学 先 別 ・性 別 ）  
はい 46 23.6% 11 21.6% 35 24.3% 18 20.7% 28 25.9%
いいえ 137 70.3% 38 74.5% 99 68.8% 62 71.3% 75 69.4%
無回答 12 6.2% 2 3.9% 10 6.9% 7 8.0% 5 4.6%























Q．なぜ 4 年制大学に進学しないのですか？  




















































































































































時期：2013 年 4 月～2013 年 9 月           
対象：大学志望者 172 名  
（普通科：男子 51 名、女子 46 名 専門学科：男子 55 名、女子 20 名） 
 専門学校志望者 124 名  
（普通科：男子 25 名、女子 38 名 専門学科：男子 34 名、女子 27 名） 
    
方法：・アンケート調査  













46.6％と男子 61.8％と比べても 15 ポイント程度低い結果となった。そして経
済面については、そして女子は経済面を重視する者が 29.8％と男子の 14.5％比
べて 15 ポイント程度高い結果となった。  
 
 
表 4－3－1  志 望 進 路 別  
志望進路先 学力 経済 就職 全体
58.1% 18.0% 23.8% 100.0%
n=100 n=31 n=41 n=172
50.8% 25.8% 23.4% 100.0%







表 4－3－2  性 別  
性別 学力 経済 就職 全体
61.8% 14.5% 23.6% 100.0%
n=102 n=24 n=39 n=165
46.6% 29.8% 23.7% 100.0%
n=61 n=39 n=31 n=131






表 4－3－3  学 科 別  
学科別 学力 経済 就職 全体
53.1% 25.0% 21.9% 100.0%
n=85 n=40 n=35 n=160
57.4% 16.9% 25.7% 100.0%














と思うから」について単純集計の結果、そして、表 4－3－5 は、この質問 6 項
目間の相関係数を示したものである。  
 









61.6% 24.4% 4.7% 9.3% 100.0%
n=106 n=42 n=8 n=16 n=172
45.3% 19.2% 21.5% 14.0% 100.0%
n=78 n=33 n=37 n=24 n=172
33.1% 26.2% 29.1% 11.6% 100.0%
n=57 n=45 n=50 n=20 n=172
41.3% 27.3% 24.4% 7.0% 100.0%
n=71 n=47 n=42 n=12 n=172
4.1% 27.3% 47.1% 21.5% 100.0%
n=7 n=47 n=81 n=37 n=172
8.1% 20.3% 27.9% 43.6% 100.0%
















表 4－ 3－ 5 質問項目間の相関係数  
質問① 1
質問② 0.651 ** 1
質問③ 0.275 ** 0.193 * 1
質問④ 0.351 0.229 ** 0.217 ** 1
質問⑤ -0.002 -0.053 0.161 * 0.191 * 1
質問⑥ -0.267 ** -0.249 ** 0.178 * -0.262 ** 0.311 ** 1
*p<.05  **p<.01  










































表 4－ 3－ 6「仕事に役立つ勉強」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.162 0.084 0.198
学科 0.008 0.004 0.944
幅広い教養 0.465 0.546 0.000
学歴取得 0.132 0.144 0.019
資格取得 0.196 0.201 0.005
社会への移行不安 0.007 0.006 0.930
















表 4－ 3－ 7「幅広い教養」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.070 0.031 0.654
学科 - 0.133 - 0.060 0.360
仕事に役立つ勉強 0.718 0.611 0.000
学歴取得 0.038 0.035 0.588
資格取得 0.010 0.009 0.912
社会への移行不安 0.017 0.012 0.856
理由なし - 0.090 0.079 0.258



























表 4－ 3－ 8「学歴取得」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.159 0.075 0.360
学科 - 0.220 - 0.107 0.170
仕事に役立つ勉強 0.250 - 0.230 0.019
幅広い教養 0.047 0.051 0.588
資格取得 0.250 0.236 0.009
社会への移行不安 0.086 0.066 0.412
















表 4－ 3－ 9「資格取得」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 - 0.820 - 0.412 0.000
学科 0.036 0.018 0.781
仕事に役立つ勉強 0.240 0.233 0.005
幅広い教養 0.008 0.009 0.912
学歴取得 0.162 0.172 0.009
社会への移行不安 0.254 0.209 0.002

































表 4－3－10  「社 会 への移 行 不 安 」の規 定 要 因 に関 する重 回 帰 分 析 結 果  
 
有意確率
性別 0.134 0.082 0.303
学科 0.451 0.281 0.000
仕事に役立つ勉強 0.007 0.008 0.930
幅広い教養 - 0.012 - 0.016 0.856
学歴取得 0.048 0.062 0.412
資格取得 0.220 0.268 0.002



























表 4－ 3－ 11「理由なし」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.085 0.042 0.584
学科 0.217 0.110 0.128
仕事に役立つ勉強 - 0.170 0.163 0.075
幅広い教養 - 0.087 0.098 0.258
学歴取得 0.251 0.262 0.000
資格取得 - 0.288 0.284 0.001



















































































































21.8% 42.7% 25.0% 10.5% 100.0%
n=27 n=53 n=31 n=13 n=124
33.1% 25.8% 29.0% 12.1% 100.0%
n=41 n=32 n=36 n=15 n=124
15.3% 20.2% 39.5% 25.0% 100.0%
n=19 n=25 n=49 n=31 n=124
54.0% 25.0% 11.3% 9.7% 100.0%
n=67 n=31 n=14 n=12 n=124
36.3% 31.5% 22.6% 9.7% 100.0%
n=45 n=39 n=28 n=12 n=124
12.1% 26.6% 29.8% 31.5% 100.0%
















表 4－3－13  質 問 項 目 間 の相 関 係 数  
質問① 1
質問② 0.438 ** 1
質問③ 0.148 0.371 ** 1
質問④ -0.098 -0.111 -0.045 1
質問⑤ -0.159 -0.146 0.023 0.458 ** 1
質問⑥ 0.007 0.091 0.293 ** 0.091 -0.118 1
質問⑥
**p<.01





















































表 4－ 3－ 14「学力不足」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.068 0.037 0.682
学科 0.083 0.046 0.593
家庭の経済状況 0.377 0.427 0.000
学歴取得 0.006 0.007 0.942
資格取得 - 0.003 - 0.004 0.971
早く社会へ出たい - 0.097 - 0.105 0.285






















表 4－ 3－ 15「家庭の経済状況」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 - 0.299 - 0.145 0.083
学科 0.057 0.028 0.725
学力不足 0.416 0.367 0.000
学歴取得 0.337 0.326 0.000
資格取得 0.044 0.042 0.655
早く社会へ出たい - 0.116 - 0.111 0.226




















表 4－ 3－ 16「学歴取得」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.141 0.071 0.428
学科 - 0.102 - 0.051 0.544
学力不足 0.007 0.007 0.942
家庭の経済状況 0.354 0.366 0.000
資格取得 - 0.140 - 0.136 0.164
早く社会へ出たい 0.177 0.175 0.069






















表 4－ 3－ 17「資格取得」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 0.568 0.286 0.000
学科 - 0.231 - 0.116 0.131
学力不足 - 0.003 - 0.003 0.971
家庭の経済状況 0.039 0.041 0.655
学歴取得 - 0.118 - 0.119 0.164
早く社会へ出たい 0.482 0.479 0.000


























表 4－ 3－ 18「早く社会に出て働きたい」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 - 0.220 - 0.111 0.191
学科 0.244 0.124 0.122
学力不足 - 0.101 - 0.093 0.285
家庭の経済状況 - 0.109 - 0.114 0.226
学歴取得 0.159 0.161 0.069
資格取得 0.510 0.514 0.000
































表 4－ 3－ 19「理由なし」の規定要因に関する重回帰分析結果  
有意確率
性別 - 0.345 - 0.170 0.065
学科 0.117 0.058 0.508
学力不足 - 0.050 - 0.045 0.636
家庭の経済状況 - 0.050 - 0.051 0.621
学歴取得 0.333 0.328 0.001
資格取得 0.280 0.274 0.008


























































































るのか考察する。使用するデータについては、表 4－3－4 の質問項目④、表 4
－3－12 の質問項目④を、「そう思う」4→「そう思わない」1 の 4 段階で数値
化。分析方法は t 検定をおこなった。  
 
表 4－3－20 「資 格 取 得 の志 望 度 」に関 する t 検 定 結 果 （志 望 進 路 別 、性 別 、学 科 別 ）  




































表 4－ 3－ 21 被験者間効果の検定  
ｿｰｽ ﾀｲﾌﾟ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
修正ﾓﾃﾞﾙ 48.749 3 16.250 19.992 0.000
Intercept 2864.062 1 2864.062 3523.587 0.000
志望進路 0.910 1 0.910 1.120 0.291
性別 1.486 1 1.486 1.828 0.177
志望進路 * 性別 41.263 1 41.263 50.764 0.000
誤差 237.345 292 0.813
総和 3158.000 296
修正総和 286.095 295

















表 4－ 3－ 22 ペアごとの比較（志望進路別）  
標準誤差 有意確率 下限 上限
専門学校 男子 女子 0.621 0.162 0.000 0.302 0.940













表 4－ 3－ 23 ペアごとの比較（性別）  
標準誤差 有意確率 下限 上限
男子 大学 専門学校 -0.880 0.146 0.000 -1.168 -0.592













さらに、性別と学科別について 2 要因の分散分析をおこなった。  
 
表 4－ 3－ 24 被験者間効果の検定  
ｿｰｽ ﾀｲﾌﾟ III 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
修正ﾓﾃﾞﾙ 7.920 3 2.640 2.771 0.042
切片 2697.846 1 2697.846 2831.928 0.000
性別 4.700 1 4.700 4.933 0.027
学科 0.057 1 0.057 0.059 0.808
性別 * 学科 2.245 1 2.245 2.357 0.126
誤差 278.175 292 0.953
総和 3158.000 296
修正総和 286.095 295

















科、専門学科ともに志望進路に有意な差はみられなかった（表 4－3－26 参照）。  
 
表 4－ 3－ 25 ペアごとの比較（学科別）  
標準誤差 有意確率 下限 上限
普通科 男子 女子 -0.440 0.155 0.005 -0.744 -0.136
専門学科 女子 男子 0.080 0.176 0.648 -0.266 0.427
推定周辺平均に基づいた









表 4－ 3－ 26 ペアごとの比較（性別）  
標準誤差 有意確率 下限 上限
男子 普通科 専門学科 -0.208 0.152 0.173 -0.508 0.092








































































































































































































































時期：2013 年 4 月、5 月  
対象：・アンケート調査  
    普通科 1 校（生徒 53 名：男子 29 名、女子 24 名）  
商業学科 1 校（生徒 61 名：男子 30 名、女子 31 名）  
工業学科 1 校（生徒 33 名：男子 23 名、女子 10 名）  
   ・インタビュー調査  
生徒（普通科 2 名、専門学科 3 名）  
教員（普通科 1 名、専門学科 2 名）  
方法：半構造化面接法（所要時間：生徒 1 人 15 分間、教員 1 人 20
分間）  
 
なお、対象となった 3 校の進路状況は、いずれも就職が 50％～60％、進学が
















表 4－ 4－ 1 進路決定の際に重視する事項  
帰属 学力 経済 就職 合計
52.8% 24.5% 22.6% 100.0%
n=28 n=13 n=12 n=53
54.3% 18.1% 27.7% 100.0%
n=51 n=17 n=26 n=94
61.0% 15.9% 23.2% 100.0%
n=50 n=13 n=19 n=82
44.6% 26.2% 29.2% 100.0%
n=29 n=17 n=19 n=65
普通科
専門学科
（χ ２＝1.032  df＝2、p>0.05）
男子
女子
（χ ２＝4.206  df＝2、p>0.05）
 
 









普通科（n=53) 47.2% 22.6% 17.0% 13.2%
専門学科(n=94) 24.5% 36.2% 19.1% 20.2%
男子(n=82) 29.3% 37.8% 17.1% 15.9%
女子(n=65) 36.9% 23.1% 20.0% 20.0%
普通科（n=53) 30.2% 34.0% 28.3% 7.5%
専門学科(n=94) 19.1% 24.5% 34.0% 22.3%
男子(n=82) 12.2% 31.7% 35.4% 20.7%
女子(n=65) 36.9% 23.1% 27.7% 12.3%
普通科（n=53) 34.0% 34.0% 26.4% 5.7%
専門学科(n=94) 19.1% 43.6% 25.5% 11.7%
男子(n=82) 26.8% 41.5% 24.4% 7.3%
女子(n=65) 21.5% 38.5% 27.7% 12.3%
普通科（n=53) 54.7% 20.8% 18.9% 5.7%
専門学科(n=94) 29.8% 39.4% 21.3% 9.6%
男子(n=82) 42.7% 31.7% 18.3% 7.3%
女子(n=65) 33.8% 33.8% 23.1% 9.2%
普通科（n=53) 32.1% 26.4% 30.2% 11.3%
専門学科(n=94) 27.7% 23.4% 33.0% 16.0%
男子(n=82) 34.1% 18.3% 30.5% 17.1%
女子(n=65) 23.1% 32.3% 33.8% 10.8%
普通科（n=53) 24.5% 15.1% 49.1% 11.3%
専門学科(n=94) 16.0% 33.0% 27.7% 23.4%
男子(n=82) 23.2% 22.0% 36.6% 18.3%



























































表 4－ 4－ 3 質問「大学が無償になれば進学しますか」  
はい 17 32.1% 24 25.5% 22 26.8% 19 29.2%
いいえ 33 62.3% 66 70.2% 55 67.1% 44 67.7%
無回答 3 5.7% 4 4.3% 5 6.1% 2 3.1%
53 100.0% 94 100.0% 82 100.0% 65 100.0%
（χ ２＝.979、df＝2、p>0.05） （χ ２＝.772、df＝2、p>0.05）
学科別 性別







っても大学進学にシフトする生徒は少ないことがわかった。   
 
表 4－ 4－ 4  質問「高校卒業時に就職できなかった場合、あなたはどうしますか」  
大学 8 15.1% 12 12.8% 13 15.9% 6 9.2%
短期大学・専門学校 21 39.6% 37 39.4% 27 32.9% 32 49.2%
アルバイト（フリーター） 9 17.0% 24 25.5% 16 19.5% 17 26.2%
未定 15 28.3% 21 22.3% 26 31.7% 10 15.4%
合計 53 100.0% 94 100.0% 82 100.0% 65 100.0%
（χ ２＝1.731、df＝3、p>0.05） （χ ２＝8.289、df＝3、p<0.05）
学科別 性別







































生徒 C（商業科男子：2013 年 5 月 1 日実施）  







3 志望の会社でも良いので絶対に就職します。  
 






































就職意欲を高めていることがみてとれる。また、生徒 A、生徒 C のように、保
護者の考え、家庭の経済状況、学費の捻出に対して、自分なりの考えをもって
いたのである。そして、就職が叶わなかった場合の次の志望を大学としない理
由として、生徒 D の下線部⑥、生徒 E のように「資格を取りたいから」といっ


















































































































































































































































































































































































































































































































                                                   
１  本論文において短期大学と専門学校を同質のものとして扱い調査分析することについ





る。（市川昭午『高等教育の変貌と財政』玉川大学出版部  2000 p.99）。こうした指摘か
らも、現在、短大と専門学校が教育面、機能面において接近しあっていると考えること
ができる。  
２ 旺文社教育情報センター  
http:/ /eic.obunsha.co.jp/resource/pdf/exam_info/2012/0712_n.pdf： 2012 年 7 月 10
日アクセス  
３  河合塾 http:/ /www.kawaijuku.jp/news/data/20120614-1.pdf 





大学 2006 p.114）  
５  たとえば、片瀬一男・元治恵子の研究でも、保育士や看護師、教員といった「女性向
き」の専門職は、結婚・出産によって退職し、子どもが成長したのち再就労するといっ
たライフコース展望をもっていることが多いことを明らかにしている。 (片 瀬 一 男 ・元
治 恵 子 「進 路 意 識 はどのように変 容 したのか－ジェンダー・トラックの弛 緩 ？－」海 野 道 郎 ・片 瀬 一














http:/ /souken.shingakunet.com/college_m/2013_RCM181_06. pdf： 2014 年 11 月 2 日
アクセス）。また、前章第 3 節の高校卒業後の進路に関する調査（表 2－ 3－ 3）におい
て、「専門学校に進学したい」と考えている割合が、普通科 11.3％、職業科 28.0％とな
り、普通科より職業科の生徒の方が専門学校を志望する割合が高い結果となった。  





http:/ /souken.shingakunet.com/college_m/2013/03/post -d042.html： 2014 年 7 月 15
日アクセス）  
また、進学情報会社旺文社によると、近年の大学新増設の特徴が看護系であるとし、平
成元年度 11 大学であった大学数が、平成 10 年に 63 校、平成 20 年に 167 校、そして
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平成 26 年度の今年は 228 大学にのぼり、この 20 数年間で 20 倍にまで膨れ上がり、い
まや全大学の約 3 分の 1 の大学が設置に至ったと報じている。（旺文社教育情報センタ
ー）http:/ /eic.obunsha.co.jp/resource/pdf/educationa l_info/2014/0107.pdf： 2014 年


















アプローチ－』ミネルヴァ書房  2010 p.132  




科紀要第 42 巻』  2002 p.54 















論じている（植上一希『専門学校の教育とキャリア形成  進学・学び・卒業後』  大月









の可能性  学歴主義は脱却できるのか」近藤博之編『日本の階層システム 3 戦後日本
の教育社会』  東京大学出版会  2000）。さらに阿形は、資格の効用を捉えるために、
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職業資格に関するこれまでの研究を整理し、労働市場全体における職業資格の効用は
小さいことを確認している（阿形健司「職業資格の効用をどう捉えるか」独立行政法
人労働政策研究・研修機構  『日本労働研究雑誌  No.594』 2010）。  
１７  片瀬は「資格社会」が成立していない日本社会、とくにバブル崩壊後の「就職氷河期」
を経験した日本社会では、それは幻想にすぎないと論じている。（片瀬一男『ライフ・






















じている。（橘木俊詔・松浦司『学歴格差の経済学』勁草書房  2009 pp.168-169）  
２１  本田由紀『多元化する「能力」と日本社会－ハイパー・メリトクラシー化のなかで』
ＮＴＴ出版  2005 pp.148-149  
２２  本田由紀『教育の職業的意義－若者、学校、社会をつなぐ』筑摩書房  2009 pp.112-113  
２３  藤原翔「進路多様校における進路希望の変容－学科，性別，成績，階層による進路分
化は進むのか－」中村高康  前掲書 2010 pp.68-69. 
２４  片瀬一男・元治恵子  前掲書 2008 pp.103-107 
２５  苅谷剛彦『階層化日本と教育危機－不平等再生産から意欲格差社会へ』有信堂  2001 
p.4 
２６  苅谷剛彦  前掲書  2001 pp.218-219 
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失業など、将来起こり得る人生の諸リスクへの対応」が 23.1％の 3 位となり、































出 典 ：国 立 教 育 政 策 研 究 所 生 徒 指 導 ・進 路 指 導 研 究 センター  
「キャリア教 育 ・進 路 指 導 に関 する総 合 的 実 態 調 査  第 一 次 報 告 書 （概 要 版 ）－キャリア教 育 の現
状 と課 題 に焦 点 をあてて－」  p.22 より作 成  
 














出 典 ：国 立 教 育 政 策 研 究 所 生 徒 指 導 ・進 路 指 導 研 究 センター  
「キャリア教 育 ・進 路 指 導 に関 する総 合 的 実 態 調 査  第 一 次 報 告 書 （概 要 版 ）－キャリア教 育 の現























































































































































































第３節 加速する進路選択の多様化  
 






































































































































































































しかし、大学には進学したものの、徒労感に溢れる 20 代から 30 代のかれらの
なかに、果たして子どもの学費を捻出する力がある者たちが一体どれほどいる
のだろうか。今の 20 代、30 代の若者世代は、経済成長を期待しづらい世代と
いってよい。厚生労働省（2013）は、15 歳～39 歳の若者世代の現状について、






























































































                                                   
１  中村高康「メリトクラシーの再帰性について－後期近代における「教育と選抜」に関す
る一考察－」『大阪大学大学院  人間学研究科紀要』第 35 巻 2009 p.213 
２  中村高康『大衆化とメリトクラシー  教育選抜をめぐる試験と推薦のパラドクス』 2011 
p.48 
３  本田由紀『軋む社会』双風舎  2008 p.32 
４  本田由紀  前掲書  2008 p.33  
５  本田由紀  前掲書  2008 p.55-59 
６  本田由紀  前掲書  2008 p.60 
７  国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター『キャリア教育・進路指導に関す  
る総合的実態調査  第二次報告書』 2013 pp.76-77 
８  中西新太郎「漂流者から航海者へ－ノンエリート青年の〈労働－生活〉経験を読み直す」
中森新太郎  高山智樹編『ノンエリート青年の社会空間  働くこと、生きること、「大
人になる」ということ』大月書店  2009 pp.26-27 








済新報社  2012 pp.3-4）  
１０  高橋俊介  前掲書  2012 pp.32-34 
１１  高橋俊介  前掲書  2012 p.41  
１２  高橋俊介  前掲書  2012 pp.41-42 














(学研進学情 http:/ /www.gakuryoku.gakken.co.jp/pdf/articles/2013 /11/p12-15.pdf：  






http:/ /berd.benesse.jp/koutou/topics/index2.php?id=4031： 2014 年 7 月 20 日アク
セス）  
１６  本田由紀  前掲書  2008 p.61  
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１７  本田由紀  前掲書  2008 pp.61-62 
１８  株式会社明治生命フィナンシュアランス研究所『生活設計白書（ 2003 年度版）人文
らしく生きる  働く女性のキャリアデザイン』 2003 p.70  
１９  株式会社明治生命フィナンシュアランス研究所  前掲書 2003 pp.70-71 
２０  赤堀勝彦「キャリア・リスクの時代における若年層の雇用とキャリア－キャリア教育
の充実とキャリア開発の推進を求めて－」『神戸学院第 40 巻第 3・ 4 号』 2011 p.4  
２１  児美川孝一郎「権利としてのキャリア教育」小池由美子『新しい高校教育をつくる－
高校生のためにできること』新日本出版社  2014 p.91  
２２  児美川孝一郎  前掲書  2014 pp.97-98 
２３  原清治『若年就労問題と学力の比較教育社会学』  ミネルヴァ書房  2009  p.218  
２４  中條和光「第 5 章生徒指導をどう行うか  第 3 節  進路指導」松田文子・高橋超編『生
きる力が育つ生徒指導と進路指導』北大路書房 2002 p.228  
２５  筒井淳也  『制度と再帰性の社会学』ハーベスト社  2006 p.57  
２６  吉川徹『学歴と格差・不平等  成熟する日本型学歴社会』東京大学出版会  2006 
pp.118-119  














玉川大学出版部  1996 pp.66-67）。  
２９  吉川徹『現代日本の「社会の心」計量社会意識論』有斐閣  2014 p.138  
３０  吉 川 徹  「学 歴 は世 代 をつなぐ」  吉 川 徹 ・中 村 高 康  『学 歴 ・競 争 ・人 生  10 代 のいましておく







と述べている（吉川徹  前掲書 2014 pp.138-139）。  
３２  厚生労働省の平成 25 年版厚生労働白書では、少子高齢化が進行し、経済情勢は厳し
い状況が続く現代日本のなかで、若者がどのような意識にあるのかについて述べて
いる。そのなかで、現在、 15 歳～ 39 歳にいる若者の雇用環境について、完全失業率
や非正規雇用の割合が、年齢階級別でみても 20 代、 30 代で高くなっていることを指
摘している。とりわけ、 15 歳～ 24 歳までの非正規雇用率は、 1991 年に 9.5％であっ
たのに対して、 2010 年には 30.4％と大幅に上昇しており、所得格差の拡大や生活不
安の増大の一因となっているとしている。  
（厚生労働省『平成 25 年度版厚生労働省白書－若者の意識を探る－』 2013  




田昌弘  前掲書  2013 p.76）。この点については、「リスクを積極的に回避する」生徒
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層の下降移動」が始まったと論じている。（山田昌弘  前掲書  2013 pp.29-30）。  
３６  敷島千鶴『学歴再生産論検討－親子・配偶者の類似性から』慶応義塾大学パネルデー
タ設計・解析センター  ディスカッションペーパー  2010 p.11 




































































































































































文部科学省は 2013 年に「第 2 期教育振興基本計画」を閣議決定した１０。本




















































































































































































                                                   
１  文部科学省「知識基盤社会と高等教育」
http:/ /211.120.54.153/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/gijiroku/001/03090201/001.ht
m： 2012 年 11 月 1 日アクセス  
２  山田昌弘『新平等社会』文藝春秋  2006 p.82 
３  「日本経済再生への戦略」経済戦略会議答申
http:/ /www.kantei.go.jp/jp/senryaku/990226tousin-ho.html： 2008 年 11 月 3 日アクセ
ス  
４  山田昌弘『新平等社会』文藝春秋  2006 p.86 
５  文部科学省「我が国の高等教育の将来像（答申）」『第 2 章  新時代における高等教育の
全体像』
http:/ /www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chu kyo0/toushin/05013101/003.htm：






メント・マーケティング－大学 EM の 4C スクェアーパラダイム』中部日本教育文化会  








（喜多村和之『高等教育と政策評価』玉川大学出版部  2000 p.206）  
８  こうした一部の選抜性の高い私立大学について喜多村は「伝統的な枠組みから抜け出し、
みずからのアイデンティティを明確にして、それによって威信を高めるための戦略的な
経営を志向する傾向が強まったのであった」と指摘している。（喜多村和之  前掲書  2000 
p.207）  
９  喜多村和之『高等教育と政策評価』玉川大学出版部  2000 p.208  
１０  文部科学省「教育振興基本計画」
http:/ /www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/06/14/13
36379_02_1.pdf：  2014 年 9 月 23 日アクセス  
１１  この「教育基本振興計画」のなかで「社会を生き抜く力の養成－多様で変化の激しい
社会での個人の自立の協働」のために「高等教育段階修了までに身に付ける力とその















                                                                                                                                                     
１２  文部科学省「職業型実践専門課程」の創設に向けて～職業実践的な教育に特化した枠
組みの趣旨をいかした先導的施行～」
http:/ /www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1339272.htm： 2014 年 6 月 30 日
アクセス  
１３  国土交通省『「国土形成計画」（全国計画）』
http:/ /www.mlit.go.jp/common/000019219.pdf： 2011 年 8 月 30 日アクセス  
１４  私立大学団体連合会「私立大学経営倫理綱領」
http:/ /www.shidai -rengoukai.jp/information/img/001.pdf： 2014 年 10 月 23 日アク
セス  
１５ 重本直利『大学経営序説－市民的公共性と大学経営－』晃洋書房 2009 p.6 
１６ 山脇直司『公共哲学とは何か』筑摩書房 2008 p.35 
１７  海野一郎「公正な社会をめざして－「仙台高校生調査」が示唆するもの」海野一郎・
片瀬一男『〈失われた時代〉の高校生の意識』有斐閣  2008 pp.201-202  
１８  海野一郎  前掲書  2008 p.202  
１９  海老原嗣夫『雇用の常識  決着版－「本当に見えるウソ」－』筑摩書房  2012 pp.11-12 
２０  本田由紀『社会を結びなおす－教育・仕事・家族の連携へ  岩波ブックレット 899』
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問6     4年制大学進学希望者にお聞きします
　　　1) なぜ4年制大学に進学するのですか？ 　　　目指す学部・学科　⇒【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
問7     短期大学・専門学校進学希望者にお聞きします
　　　1)  なぜ4年制大学に進学しないのですか？ 　　　　目指す分野　⇒【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
以上で、アンケートは終了です。ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。
高校生の進路選択に関するアンケート            A面（進学志望者）
① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       g その他 (                                                                                                                                                              )
       c 大卒の学歴は必要ないから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       d 資格を取得したいから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない






① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       e まだ社会にでることが不安だから
       f とくに理由はないが大学進学した方が良いと思うから
       d 資格を取得したから
① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       a 将来の仕事に役立つ勉強がしたいから
       f  とくに理由はないが4年制大学に興味がないから
このアンケートは高校生の進路選択に関するアンケート調査のためのものです。ここでお答えいただいたことは統計的に処理されるため、個人の
       b 幅広い教養を身につけたいから
       c 大卒の学歴が必要だと思うから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       b 家庭の経済状況が厳しいから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       g その他 (                                                                                                                                                            )
プライバシーが侵害されることはありません。皆さまの自由な意志に基づき意見を記入してください。よろしくお願いします。
⑤総合学科　　⑥その他（　　　　　　　　　　　　　　）





















　　　4)  4年制大学が無償化(学費無料）になったら進学しますか？　　         ①はい　　　　　　　②いいえ
以上で、アンケートは終了です。ご協力いただきまして、誠にありがとうございました。




　⑤何もしない           ⑥未定
問7　　就職活動をすることに対して頑張りたいことや、不安なことなどについて、自由にお書き下さい
       e 学歴に興味がないから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       f  とくに理由はないが最初から進学に興味がないから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       g その他 (                                                                                                                                                                )
       b 家庭の経済状況が厳しいから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
       c もう勉強はしたくないから ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない




       a 学力不足だと考えているから　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ① そう思う　　② ややそう思う　③ あまりそう思わない　④ そう思わない
このアンケートは高校生の進路選択に関するアンケート調査のためのものです。ここでお答えいただいたことは統計的に処理されるため、個人の
プライバシーが侵害されることはありません。皆さまの自由な意志に基づき意見を記入してください。よろしくお願いします。
あてはまる番号に○をしてください
問１　　あなたの性別を教えてください　　 ①男　　②女
 
 
